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はしがき 

 

本報告書は、国立教育政策研究所令和４年度教育研究公開シンポジウム「学力アセスメントの

動向と展望～CBT化に向けて～」の概要、講演録及び参加者アンケートをまとめたものです。 

本シンポジウムは、国立教育政策研究所が実施しているプロジェクト研究「学力アセスメント

の在り方に関する調査研究」（研究期間：令和３年度～令和５年度）の中間報告を兼ねています。 

GIGA スクール構想の推進や CBT※による学力調査が国際的な標準となりつつある現状等を踏ま

え、全国学力・学習状況調査等においても、CBT化に向けた検討・取組を進めることが急務となっ

ています。こうした中、Society5.0に向けて、学習をめぐる新しい評価改善のサイクルを確立す

ることが求められています。 

本調査研究では、学習科学、教育測定、教科教育、データサイエンス及び実務的知見等を架橋

して、CBT移行を展望した作問・結果分析の枠組みの在り方を検討するとともに、新たな PDCAサ

イクルの要となる学力アセスメントの改善充実に向けた調査研究を推進しています。 

シンポジウムは、オンライン配信による形式で行いました。760名を超える参加登録があり、当

日は 562 名が参加しました。また、参加者アンケートから、たくさんの御感想と今後に向けた示

唆を頂き感謝いたします。 

本報告書によりその内容が更に多くの方々に広がり、教育に携わる全ての関係者に御活用いた

だけることを期待するとともに、更に本調査研究を深めて参りたいと考えます。 

引き続き、皆様方からの厚い御協力、御支援を賜りますようお願い申し上げます。 

 

 

※CBT（Computer Based Testing）：コンピュータ使用型調査 
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以下では、本シンポジウムの概要、参加者数、講演内容の要約を記す。 

 

シンポジウム名  

学力アセスメントの動向と展望 ～ CBT化に向けて ～ 

 

開催日時  

令和 4年 11 月 30日（水）15:00～17:00、オンライン開催（Zoom ウェビナー） 

 

目的  

GIGAスクール構想や CBTによる学力調査が国際的な標準となりつつある中で、プロジェクト研

究「学力アセスメントの在り方に関する調査研究」で得られた知見を踏まえながら、国内外の公

的な学力調査の CBT 化をめぐる動向を中心に、学力アセスメントの発展可能性について考える機

会とする。 

 

プログラム  

開会挨拶（１５：００～１５：０５）  

  永山 裕二（国立教育政策研究所長） 

  

趣旨説明（１５：０５～１５：１０）  

  大金 伸光（国立教育政策研究所 教育課程研究センター長） 

  

基調講演（１５：１０～１５：３０）  

「学力アセスメントの展望と課題－全国学力・学習状況調査の CBT化を契機に」  

  大津 起夫（大学入試センター 参与・名誉教授、国立教育政策研究所フェロー） 

  

講演（１５：３０～１６：００）  

「公的な学力アセスメントをめぐる国際動向について」  

 ①PISA の進化について：特に CBT化の観点から  

  池田 京（OECD教育スキル局シニアアナリスト）  

 ②米国の公的な学力アセスメントについて  

  石井 英真（京都大学大学院教育学研究科准教授、国立教育政策研究所フェロー）  

   ※事前録画 
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パネルディスカッション（１６：０５～１６：５５）  

「これからの学力アセスメント－CBT化に向けて」  

 コーディネーター  

  白水 始（国立教育政策研究所 初等中等教育研究部副部長・総括研究官）  

 パネリスト  

  袰岩 晶（国立教育政策研究所 教育データサイエンスセンター総括研究官）  

  渡辺 洋平（埼玉県教育局市町村支援部義務教育指導課長）  

  佐藤 寿仁（国立大学法人岩手大学教育学部准教授、国立教育政策研究所 CBT スーパーバイ

ザー）  

  池田 京（OECD教育スキル局シニアアナリスト） 

  

閉会挨拶（１６：５５～１７：００）  

  大野 彰子（国立教育政策研究所 教育データサイエンスセンター長）  

  

総合司会 

  岩間 裕美（国立教育政策研究所 教育データサイエンスセンター コンピュータ使用型調査

推進課長） 

 

参加者数  

当日の参加者数は 562名であり、参加申込者 768名に対して、約 73.2％の参加率であった。参

加申込者の属性を図 1に示す。 

図 1 参加申込者の属性 
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属性として最も多かったのは、「教育関連事業者」の 191名（24.9％）、次いで、「小・中・高・

特別支援学校等教職員」の 172 名（22.4％）、「大学教職員・研究者」の 118 名（15.4％）であっ

た。教育産業界の関心が高くなっているとともに、教育の実践者や研究者、行政職員にも注目さ

れていることが伺える。 

 

講演内容の要約  

◇基調講演  

大津氏からは、文部科学省の「全国的な学力調査に関する専門家会議」の下に設けられた「全

国的な学力調査の CBT 化検討ワーキンググループ」の「最終まとめ」（令和３年７月 16 日）につ

いて、最終まとめに至るまでの経緯、内容、そして実際にどのように CBT 化を進めるかといった

ことについてお話があった。また、上記に関連して、問題配布の効率化、採点や集計の効率化・

即時化、多様な出題形式への対応等の CBT の利点、情報インフラ整備のコストや機器操作能力の

影響、同時実施の困難等の CBT の課題について提示された。また、分散実施の必要性を踏まえた

調査設計や項目反応理論（IRT）について御紹介があった。最後に、データを活用するためには、

結果が伝えていることを真摯に受け止めることが必要であり、調査の質の高さが求められるとの

御意見を頂いた。 

  

◇講演①  

池田氏からは、PISA の CBT 化について御紹介があった。まず、PISA の歴史について、2000 年か

ら 3年ごとに実施されており、2006年から CBT（PISAでは CBAと表現）が段階的に取り入れられ、

2015 年から CBT が主流となった経緯についてお話をされた。さらに、CBT のメリットとして、①

「実生活」の文脈で学生のコンピテンシーを測定することができること、②革新的な新しいタイ

プの問題の導入、③テスト内容を学生の能力に合わせる適応型テストの導入、④反応時間やプロ

セスデータなどの付加情報を収集できること、⑤テスト問題の安全性、データの品質保証、調査

実施に必要なリソースの削減といった観点を提示し、それぞれ具体的な分析や図表を示して説明

された。一方で、課題点として、①筆記型とコンピュータ使用型の違いによる難易度の変化、②

学校及び国間のコンピュータ性能の違い、③生徒のコンピュータ習熟度のばらつき、④適応型テ

ストの導入による非ランダム化、⑤公開問題共有の難しさ、⑥進化していく調査への適応が挙げ

られ、各課題について、PISA がどのような対応を取っているか紹介された。 

  

◇講演②  

石井氏からは、米国の公的な学力アセスメントの経緯等を踏まえた上で、CBT化に向けた前提や

論点についてお話し頂いた。まず、米国について、学力テストが注目を集めるのは 1980 年以降で

あり、特に各州における統一テストを軸としたアカウンタビリティ政策の展開が中心であったこ
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と、全米の学力向上政策の展開について説明された。また、標準テストなどの競争主義的な教育

改革、及びパフォーマンス評価といったそのオルタナティブの模索について紹介され、全米学力

調査（NAEP）について、どのような目的の下で行われてきたか、その変遷について説明された。

また、日本と米国の状況を比較し、米国は競争的、結果責任を問うようなアウトプット機能が強

い形であるのに対して、日本は学習指導の学力観や趣旨などを、調査問題を通じて伝達していく

インプット、理念提示機能の性格が強いことが示された。最後に、CBT 化に向けた論点提示とし

て、今の全国学力・学習状況調査の状況がどのように変化していくのかを踏まえた議論が必要で

あること、調査目的を検討しながら進めていく必要があることが論じられた。 
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実施や結果分析の一連のプロセスが短縮されるのか、紙（PBT）では問えなかったことが CBTにす

ることで問えるようになるか、教科教育の先生方や専門家と一緒に検討しなければならないので

- 5 -



 

- 6 - 

 

はないか、用いる統計的手法のメリット・デメリットの確認も含め、CBT化に向けて様々な専門家

のもとでブラッシュアップする必要性があるのではないかという論点を提示いただいた。  

これらの発表を踏まえ、国の貢献可能性として、白水氏及び袰岩氏より、それぞれ班長を務め

るプロジェクト研究「学力アセスメントの在り方に関する調査研究」の作問・結果分析班、測定

技術班の取組を紹介した。白水氏からは、作問・結果分析班では、まず作問・結果分析の PDCAの

サイクルを充実していくことを目指し、児童生徒の解き方のプロセスに焦点を当てたというお話

があった。また、正答数別類型割合グラフを提示し、正答数が多い／少ない児童が、当該問題に

対してどのような解答をしたのかという情報が得られることで、問題ごとに学力層の解答プロセ

スの思考の特徴が見える可能性が説明された。袰岩氏からは、測定技術班では、項目反応理論を

全国学力・学習状況調査にどのように導入するかを検討しているとの説明があった。項目反応理

論の特徴として、問題セットが異なっても能力を比較可能にすることが挙げられるとともに、分

散実施に向けてどのようなことを行うのかが説明された。また、項目反応理論の概要について紹

介された。  

最後に、これまでの発表内容を踏まえて、池田氏、佐藤氏、渡辺氏の順にコメントを頂いた。

池田氏からは、各問題がどのような能力を測定しているのかを、学校教員に向けて「見える化」

することで、日々の実践に活用できるのではないか、そしてそのような情報提供はコンピュータ

化によって容易になるのではないかという御提案を頂いた。佐藤氏からは、児童生徒の特性をど

のように測っていくのかと言うことに焦点をあてていくことに期待し、能力という言葉の意味に

ついて今一度説明することの必要性について御教示いただいた。渡辺氏からは、データをどのよ

うに使用するのか、どのように使うと効果的なのかといった点について、国研には好事例を示す

など道しるべとなってほしいという御意見を頂いた。 

 

当日の発表資料や動画は、以下のウェブサイトより公開しているので、是非御覧いただきたい。 

https://www.nier.go.jp/06_jigyou/symposium/sympo_r04_01/ 
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以下、シンポジウムの次第に従って、講演録を記載する。なお、講演録は追記修正を行ったた

め、シンポジウム当日の発言のままではないことを了承いただきたい。講演に伴う配布資料及び

動画については、国立教育政策研究所のウェブサイト 1に掲載されている。 

 

開会挨拶及び趣旨説明 

国立教育政策研究所長 永山 裕二 

国立教育政策研究所 教育課程研究センター長 大金 伸光 

 

永山：皆さんこんにちは。文部科学省国立教育政策研究所所長の永山と申します。令和４年度

教育研究公開シンポジウムの開催に当たり、一言御挨拶を申し上げます。 

現下の状況から、今回もオンラインでの開催とさせていただきました。まず、皆様、大変お忙

しい中、大勢の方々が本シンポジウムに御参加くださることに心よりお礼申し上げます。どうも

ありがとうございます。 

国立教育政策研究所では、「学力アセスメントの在り方に関する調査研究プロジェクト」を令

和３年度から来年度までの３年間の計画で、当研究所の教育課程研究センター及び教育データサ

イエンスセンターを中心に進めています。学校教育は、「GIGAスクール構想」による１人１台端

末と高速大容量の通信ネットワークの整備が進む中、大きく変貌しつつあります。 

また、PISA、TIMSSという国際学力調査は紙による調査ではなく、コンピュータを使った調査、

CBTが標準となりつつあります。こうした状況などを踏まえまして、我が国においても毎年、小学

６年生、中学３年生を対象に実施している、全国学力・学習状況調査の CBT 化に向けた取組が進

められてきています。 

さらに、政府の方針として、教育のデジタル化や教育におけるデータの効果的な活用、政策立

案への反映などの重要性が強調され、文部科学省でも教育データの利活用による学び、指導支援

の充実、EBPMの推進などに取り組んでいます。「学力アセスメントの在り方に関する調査研究」

は、正にこうした動向に対応したものです。 

今回のシンポジウムのテーマは、「学力アセスメントの動向と展望 ～CBT化に向けて～」とし

まして、まず基調講演として、大学入試センターの大津様より「全国学力・学習状況調査の CBT化

検討ワーキンググループ 最終まとめ」の紹介も含め、「全国的な学力アセスメントの展望と課

題」について御講演を頂きます。 

次に、公的学力アセスメントをめぐる国際動向につきまして、OECD の池田様より「OECD生徒の

学習到達度調査 PISA の進化、特に CBT化の観点から」というテーマで御講演を頂きます。また、

京都大学の石井様より、アメリカの公的学力アセスメントと日本の学力調査の CBT 化に向けた論

点提示を頂きます。 

そして、締めくくりとして、これからの学力アセスメントについて学力調査に関わる様々な立

場の方に御参加いただきまして、パネルディスカッションを予定しています。 

全体で２時間ほどのプログラムになります。 

本日のシンポジウムが皆様にとりまして、学力アセスメントに関する論点や、今後の展望を整

                                                        
1 https://www.nier.go.jp/06_jigyou/symposium/sympo_r04_01/ 
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1 https://www.nier.go.jp/06_jigyou/symposium/sympo_r04_01/ 
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理、共有する上で有益な機会となり、これからの日本の教育の質の向上に生かされますことを切

に願っております。 

最後になりましたが、本研究所への引き続きの御支援をお願いいたしますとともに、皆様方の

一層の御活躍を祈念し、開会に当たっての御挨拶といたします。 

御清聴どうもありがとうございました。どうぞよろしくお願いいたします。 

 

 

大金：皆様、こんにちは。国立教育政策研究所 教育課程研究センター長の大金でございます。

本日のシンポジウムの趣旨説明をさせていただきます。 

本日のシンポジウムは、国立教育政策研究所が実

施しております「学力アセスメントの在り方に関す

る調査研究」プロジェクトの中間報告を兼ねていま

す。GIGA スクール構想の推進や、コンピュータによ

る調査、いわゆる CBT による学力調査が国際的な標

準となりつつある中で、我が国においても CBT の特

性・利点を生かした出題や、調査の一層の質の向上

を図るとともに、教育データの収集・分析・利活用

の充実による EBPMのさらなる推進を図るため、全国

学力・学習状況調査の CBT 化に向けた検討・取組を

進めることが急務となっております。こうした中、Society5.0 に向けて、学習をめぐる新しい評

価改善のサイクルを確立することが求められていると考えております。このため、本プロジェク

トでは、学習科学、教育測定、教科教育、データサイエンス及び実務的知見等を掛け合わせて、

CBT移行を展望した作問・結果分析の枠組みの在り方を検討するとともに、新たな PDCAサイクル

の要となる学力アセスメントの改善充実に向けた調査研究を推進しています。 

プロジェクトの研究体制としましては、総括班、

現況分析班、作問・結果分析班、測定技術班、デ

ータサイエンス班の５班からなり、所内研究官、

学力調査官、所外研究者により構成しております。 

今回のシンポジウムのテーマは、「学力アセス

メントの動向と展望 ～CBT化に向けて～」であり

ます。毎年、文部科学省で実施している「全国学

力・学習状況調査」が、今後、段階的に紙による

調査からコンピュータによる調査、CBT による調

査に移行していく中で、日本より先行して CBT で

行われている国外の学力調査の事例やプロジェク

ト研究の経過報告、パネルディスカッションを通

して、公的な学力アセスメントの在り方や発展の

可能性を考える機会としたいと思います。 
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全体を二部構成とし、第一部は、国内外の公的な

学力調査の CBT 化をめぐる動向を中心に、次の３つ

の講演を行います。まず、文部科学省の「全国的な

学力調査の CBT 化検討ワーキンググループ」の最終

まとめの内容や議論の紹介、さらに、CBT化を契機と

した全国的な学力アセスメントへの展望と課題、期

待などについて、CBT 化検討ワーキングの主査でい

らっしゃいます、大学入試センター参与・名誉教授

の大津起夫先生から基調講演を頂きます。次に、公

的な学力アセスメントの国際動向について、お二人

から御講演を頂きます。OECD が進めている PISA・生徒の学習到達度に関する調査における CBT化

への歩みや、そのメリットや課題を OECD 教育スキル局池田京シニアアナリストから御紹介を頂

き、次に、米国の公的な学力アセスメントの変遷等について、京都大学大学院教育学研究科石井

英真准教授から、こちらは事前収録による講演になります。 

第二部「パネルディスカッション」では、「これか

らの学力アセスメント －CBT 化に向けて」と題し

て、様々な視点から御議論を頂きます。地方自治体

の観点から、埼玉県教育局の渡辺洋平義務教育指導

課長、教科教育の観点から、岩手大学教育学部の佐

藤寿仁准教授、教育測定の観点から当研究所の袰岩

晶総括研究官、国際的な視点から OECD の池田シニア

アナリストに御参画を頂きます。 

それではどうぞよろしくお願い申し上げます。 
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第一部 

基調講演 学力アセスメントの展望と課題 

―全国学力・学習状況調査の CBT化を契機に 

  大津 起夫：大学入試センター 参与・名誉教授、国立教育政策研究所フェロー 

 

大津：よろしくお願いします。 

御紹介にあずかりました、大学入試セン

ターの大津です。本日は学力アセスメント

の展望と課題というタイトルで講演させ

ていただきます。 

皆さん御存じかと思いますけれど、CBT

という言葉が出てきますが、これはコンピ

ュータ ベーストテイスティングでという

意味で、通常はコンピュータ端末でする試

験のことを表しています。 

全国学力・学習状況調査、以後、全国学力調査と省略させてもらいますけれども、それを次第

に CBT 化していくということで、そのためにどういうことを考えなければならないかということ

に関して報告をまとめました。 

全国的な学力調査の CBT 化検討ワーキ

ングというのは、専門家会議の下に設け

られたワーキンググループです。昨年の

夏、7月に最終まとめというものを公表し

ました。今日は主にその内容について報

告します。詳細に関しては、報告書が文部

科学省の方のウェブページに出ています

ので、見ていただければと思います。それ

からいろいろ概念的な新しい内容が従来

の学力調査と違う側面というのを考えなきゃいけないということで、CBTと教育測定、要するに尺

度をどういうふうに構成するかということに関して、これ以降の御発表でもいろいろ報告がある

と思うのですが、簡単に説明させていただきます。 

それから、最後に時間があれば、そのデータを生かすためのマインドというか心構え、その技

術的な面以前の問題としてどういうことが重要かということに関して、若干触れられればと思い

ます。 
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CBT 化検討ワーキングの最終まとめは、

去年７月に出したのですけれども、検討は

それ以前から始めていて、実際にその中間

まとめの論点整理というのを、その前の

年、令和２年の８月に公表しています。令

和２年の前期にかなり集中的に議論をし

ました。令和２年の段階で、次の４点を特

にその論点として提示しているわけです。 

１番目として当然なのですが、調査の目的

と実施方法は表裏一体の関係だとの指摘です。どういう調査目的をとるかということによって、

どういう技術的工夫を凝らすかが関係しますよということです。２番目として、CBT化に向けた体

制整備、特にテスト理論とかデータ分析の専門家が国研にいることが望ましいということを指摘

しました。これは、かなり体制が関係者の御尽力によって整備されて、教育データサイエンスセ

ンター等が設置されました。３番目として、そのコンピュータ端末による学習環境への習熟とか、

発達段階を考慮しないといけませんねということです。それから４番目としては、CBT化にすると

機械操作とかトラブルとかいろいろなことが発生すると思われますので、その現場への負担が余

り重くならないように考慮しないといけないということを指摘しています。 

その CBT 化検討ワーキンググループの

最終まとめの内容なのですけれども、こ

こに書いているようなことが特に指摘さ

れています。背景としては、先ほどの所長

の御説明にもありましたけれども、まず

GIGA スクール構想がかなり進展しまし

た。学校の中のコンピュータ、端末整備も

進みましたし、その学校間をインターネ

ットにつなぐネットワークも大幅に強化

されたと。それで CBT を実際にやるためのハードルがかなり低くなったということが前提条件と

してあります。それから、先ほども御紹介にありました、PISA 等の国際学力調査がおしなべて CBT

化が進んでいる。それを考えると、当然日本においても、考える必要があるでしょうということ

です。それから、このワーキンググループですけれども、教育測定とか教育社会学、教科指導、

それから特別支援教育などの専門家の先生に入っていただいていて、その専門的技術的な観点か

らいろいろな検討をしていただきました。 

重要なポイントなのですが、本体調査、これは小学校６年生、中学校３年生、原則としてみん

なに参加してもらう調査ですね。それと補完調査、これは国がサンプリングして数百校の学校を

選んでそこに対してする調査なのですが、これは経年変化分析調査というものと保護者調査とい

う両方を含んでいるのですけれども、この本体調査と補完調査というのを二本柱としてそれぞれ

に役割分担させるということが必要でしょうと。悉皆調査に関しては、これは教育理念とか目標

を、その課題ですね、問題・設問を通じて提示するし、その結果、その設問の内容等を利用して

学習指導の改善を行う。それから、特に地方のという意味合いが強いかなと思うのですが、教育

施策の検証、それから改善に役立てるという、そういう役割があるでしょう。一方、補完調査の

うちの経年変化分析調査ですけれども、こちらはですね、全国的な学力状況がどういうふうに変

化しているか、それを精密に把握するということに重きを置くということです。少なくとも現状

の悉皆調査は毎年、毎年問題が全部違いますから、作られる先生は余り極端に難しさが違わない
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ように配慮されているとは思うのですが、直接昨年と今年とどちらが良かったか、設問正答率は

比較できますけれど、それが難しさとしてどうなのかというのは、直接には少し比較しづらいわ

けですね。経年変化分析調査の方はいろいろ出題方式に工夫を凝らして、精密な比較が可能にな

るように工夫してありまして、その仕掛けを CBT に持っていくということです。それぞれの調査

の目的に即して最適な方法を設計して、CBT化をするという趣旨の報告をしています。 

あとは、どういうふうに実際に CBT化を

進めましょうかということなのですが、

令和３年度、昨年ですけれども、それ以

降、試行・検証を繰り返して段階的に CBT

化を行うということです。試行・検証は既

に令和３年度以降ですね、少しずつ文科

省の方で行われています。今年度もそれ

から来年度も、来年度は結構大規模にや

ると思いますけれども、実際、既に幾つか

仕事が実際に行われています。 

それから、本番への CBT の導入ですけれども、令和６年度から全国学力・学習状況調査本番に

順次 CBT を導入していくと。それから増やしてはどうかということを提言しているわけです。そ

れから、CBTへの移行、運用のために国立教育政策研究所の体制を強化する。これは所長も言及さ

れていたその体制が次第に整備されています。それから、先ほどもありましたけれども、もし実

際に CBT をみんなやるということになれば、先生方にただやってくださいというわけにもいかな

いので、技術的なサポートは当然必要だよねということですね。 

それから、最後のところは GIGAスクールでかなり改善されましたけれども、ネットをつながな

い状態で CBT をやるというのができないわけではないですけれども、非常に困難だし、手間がか

かります。やはり一つずつのコンピュータはネットワークにつないで問題の配信とか改修を行っ

た方が望ましい、そうせざるを得ないであろうということで、ネットワーク環境の整備も絶対必

要だよねということを書きました。 

ポイントですけれども、悉皆調査につ

いては、現在の悉皆の調査というのは全

国同日に一斉実施です。これをただその

ままだとですね、100 万プラス 100 万で

すから、それを同時に機械を用いて、コ

ンピュータを用いてやるというのは、少

なくとも現状で考える限りかなり困難

であると。それなので、一定期間、時間

の幅を設けて、その期間内に分散実施を

するようにしたい。現状では毎回異なる問題を出しているのですが、要するに一回の試験です

ね、１年に行われる試験ってそれぞれ中学校小学校それぞれに一つの科目について１種類の問

題ですね、一つの問題、同じ問題冊子を全員解いてもらっているのですが、分散実施すると、全

員同じとなるとやはりタイムラグがあるので、それは少し問題があるのではないかということ

ですね。 

学力を比較可能な形に、何か工夫した問題セットの冊子をですね、それぞれ複数用意して、例

えば一番典型的に考えられるパターンというのは、実施日によって問題を変えるということで
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すけれども、そういうふうな複数の問題セットを使う体制を用意する必要があるねということ

を指摘しています。 

それから、その学力調査と一緒に行われている児童生徒質問紙、アンケートですね、生徒さん

にするアンケートに関しては、これはですね、令和６年度を目途にオンライン回答方式を全面導

入するということです。教科調査は令和６年度に全部というわけには少しいきそうもないので、

機器操作の習熟度の問題もあるので、まず中学校から先行して令和７年度以降、できるだけ速や

かに導入するというプランを提示しています。もう一つのですね、経年変化分析調査、毎年やっ

ているわけではなくて、３年ごとに実施しているのですが、これは既に IRTでコントロールされ

た複数の分冊方式をとっています。現行の調査設計を基本として、令和６年度から CBTを導入す

る。ただ、最初は現行と同じようなやり方、紙のテストを経過的に併用して、CBT と紙で性質が

違ったりしないかどうかということを確認しながら、順次 CBTに移行するということです。さら

に、専門的技術的な検討を期待すると書いてあります。 

工程ですけれども、これ、一般的なコメントではあるのですが、目標時期ですね、何年にどこ

までやるとか、それからどの段階でどういうふうに進めるとかというのは、手順ですね、技術発

展の状況とか試行・検証結果を踏まえていろいろ予期しない困難とか発生する可能性もあるの

で、変更もあり得ますよということですね。 

特に実際に大量に機械を使った調査をやってみると、予想外の困難が生じたりするかもしれ

ませんし、特に数が膨大ですので、何が起こるか分からないという側面があります。それから、

技術環境の変化によっては、あらかじめ考えていたプランというのが実は陳腐化してしまうと

いうことも、発展が速いですから、そういうこともあるかもしれません。 

それで２番目の話題に入るのですが、

CBT と教育測定論ということです。先ほ

ど、複数の分冊方式をとるというような

ことも言いましたが、それは次のスライ

ドで触れます。ここでまず、では、何で

CBT 化なんてやるのだという話ですけれ

ども、現状 100万人に問題を配布する、

それが相当大変なロジスティックスを

必要とするわけです。もし CBTが導入さ

れればですね、それもそれで大変は大変なのですが、電子的に問題を全部配信することができま

す。それから、個別対応、これは実際やるという計画が具体的に今挙がっているわけではありま

せんけれども、一人一人の学習履歴とか解答状況ですね、それに応じて違う問題を出すというよ

うなこともがんばれば可能です。ただ、これは具体的に日程に載っているわけではありませんの

で、むしろ学力調査というより、個別の学力支援において有益なのではないかなとは思います。

それから、当然のことですけれども、採点・集計が効率化できますし、即時化、少なくとも多肢

選択とか簡単な解答に関しては即時化できるだろうと。ただし、一般的な記述式の採点というの

は、なおですね、研究途上です。これはもう少し研究の成熟を待たないと業務として運営できる

レベルにはならないと思います。それから、動画とか音声とか多様な出題形式ができます。重要

な側面は、特に障害とかがあって、特別の配慮が必要な生徒さんたちにそのハンディキャップに

応じた柔軟な出題形式をとるということも可能かと思います。これもまた、いろいろ研究途上の

問題面だと思いますけれど、そういう工夫も可能であるということですね。 

ただ、いいことばかりでなくて、当然問題もあります。一つ重要なことは情報インフラ整備に

お金がかかります。 
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ことも言いましたが、それは次のスライ

ドで触れます。ここでまず、では、何で
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それが相当大変なロジスティックスを
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な側面は、特に障害とかがあって、特別の配慮が必要な生徒さんたちにそのハンディキャップに

応じた柔軟な出題形式をとるということも可能かと思います。これもまた、いろいろ研究途上の

問題面だと思いますけれど、そういう工夫も可能であるということですね。 

ただ、いいことばかりでなくて、当然問題もあります。一つ重要なことは情報インフラ整備に

お金がかかります。 
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きた、あの問題ができなかったという、即

物的と言いますか、そういう具体的な比

較から、もう少し抽象的な考え、問題の正

誤パターンからですね、教科学力という
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うのは、このようなテスト設計のための道具として整備されたものです。 

注意点なのですが、IRTはしばしば言及

されますけれども、その手法というのは情

報を整理するための方法で、その手法自体

が異なるテストの比較を可能にするとい

うのではないです。重要なのは、事前にテ

ストを実施しておいて、難易度の評価のた

めに、試験問題の難易度というかその特性

をあらかじめ調べておく必要があるとい

うことです。 

例えば、問題 A と B の難しさを比較するために一番シンプルな方法は、同じ受験者に問題 A と

問題 B を両方解いてもらって、どちらがどれだけできたかというような情報をあらかじめ集める

ことです。もう少し凝ったやり方としては、受験者２には問題 Aと問題 Cを出して解いてもらう。

それから受験者３には問題 B と問題 C を解いてもらう。そうすると、問題 C は共通に入っている

ので問題 A と問題 C を比較。それから問題 B と問題 C を比較することによって、間接的に問題 A

と問題 Bを比較するというようなことが可能になります。 

要するに、事前にそういう調査をしておかないといけないということです。 
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データを生かすための前提なのですが、

これは分析法とかどういう情報機器を使

うかという以前にですね、その調査結果に

よる結果としてですね、ダメ出しが出るわ

けです。それを受け入れられるかというこ

となのですね。もっときつく言うと熱意と

か努力が結果の良さを必ずしも保障しな

いということを当事者が受け入れられる

かということです。特に熱心で十分な努力

を払えば払うほど、その結果に対して否定的な答えが出たときに、そう素直には受け取れないこ

とが多いのではないかなと思います。 

逆に言えばですね、調査には必ずしも好意的ではない関係者を説得する質の良さが必要かなと

思います。エビデンス ベースド ポリシー メイキング（Evidence Based Policy Making）としば

しば言われますけれど、それが成立するためにはそういう素直さが必要かなと思います。 

ほぼ時間がなくなったと思いますので、

最後はですね、その人間の直感ですね、デ

ータを扱う際に特有の弱みみたいなもの

があります。それに関しては、過去にいろ

いろ既に研究が行われて、重要かなと思う

研究を２つ紹介しておきました。 

資料は、最後の方にその文献は挙げてお

きました。関心のある方は御覧ください。 

以上です。 
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①PISAの進化について：特に CBT化の観点から 

池田 京：OECD 教育スキル局シニアアナリスト 

 

池田：PISA の進化について、特にコン

ピュータ化の観点からお話ししたいと思

います。 

PISA では、CBA、コンピュータ ベース

ド アセスメントっていう言葉を使って

います。PISA自体は 2000年に始まり、３

年おきに調査は行われています。2022 年

と 2018 年の間が４年空いているのは、パ

ンデミックの影響で調査が１年遅れたた

め、ここだけ４年の開きがあります。 

現在は 80 か国以上の国と地域が PISA

に参加し、読解、数学、科学、そして革新

分野という毎回変わる分野、計４分野について 15 歳の生徒の調査を行っています。PISA 自体は

2000年から始まりましたが、2006年から徐々に CBAを取り入れてきました。 

PISAの 2006 年、2009 年、2012 年ではオプションとして希望する国が、科学の CBAや、読解、

問題解決能力、数学、読解の CBA を実施しました。そして、2015 年から PISAの主な調査方法がペ

ーパーベースからコンピュータに変わりました。このときはほぼほとんどの国が、参加国がコン

ピュータに移り、10か国ほどがまだコンピュータに移れないということでペーパーベースで行わ

れました。 

そして、2018 年からは多段階適応型テスト、アダプティブテストが導入されました。まず 2018

年には読解力に適応型テストが導入され、2022年現在は数学と読解両方に導入され、次の 2025 年

では科学にも適応型テストが導入される予定です。 

次に、コンピュータ使用型の調査のメリッ

トを幾つか御紹介したいと思います。 
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一番大きなものとしては、PISAはそもそ

も生徒のアプリケーション能力、どれだけ

知っている知識や技能を実生活の中で使

えるか、ということを測っていますので、

実際の実生活の文脈で生徒のコンピテン

シーを測ることがとても大事になってき

ます。 

ここ 20 年、デジタル化が進み、生徒の

活動がペーパーベースからデジタルベー

スに移ってきました。そのことを示すデータがここにあります。2012 年に比べて 2018年、生徒の

インターネット使用時間が大変延びましたし、また生活情報をネットで検索するとか、インター

ネットでニュースを読むとか、ネットでチャットをするというような活動がどんどん増えてきて

います。 

そういう意味でも、デジタル化が進む中で、コンピュータベースのアセスメントに移るという

ことは、実生活の文脈で生徒のコンピテンシーを測るという意味で大事になってきます。 

次に、新しいタイプの問題を導入する

ことができます。これは読解、数学、科学

といった PISAのコアの分野でも言えるこ

とですし、また革新分野でも言えること

です。 

コンピュータベースで PISAを行ってい

る国のみが革新分野に参加することがで

きます。 

左側にある「暑い日のランニング」とい

うのは、2015 年の科学の問題です。画面の左側に問題がありまして、右側にシミュレーションを

する場所があります。生徒はシミュレーションをすることによって問題に答える設定です。 

こういったシミュレーションというのは、今までペーパーベースではできなかったタイプの問

題です。2015年にコンピュータに移ることによって、こういったシミュレーション型の問題を導

入することができました。右側の「ザンダー国」というのは、2015年に行われた共同問題解決能

力、コラボレーティブ プロブレム ソルビング（Collaborative Problem Solving）の問題の１例

です。これは生徒たちが他の生徒と協力して問題を解く能力というのを測っています。 

他の生徒といったときに、これはコンピュータでジェネレート（generate）された他の二人と

問題を解くということで、チャットベースで問題を解いていきます。生徒が答えると、それに対

してあかねさんとかもう一人の男の子が答えて一緒に問題を解いていくという形になります。 

こういった形の問題も、コンピュータに移行することによって可能になりました。 
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そして、３番目のメリットとしては、適

応型テストが導入できるということです。

適応型テストというのは、生徒の能力に応

じて、問題のグループ、どんな問題が与え

られるかが変わってくるということです。 

PISAのテストは２時間でして、１時間受

けた後に少し休みがあってもう１時間と

いうことで、ここに示したのが最初の１時

間の様子です。その１時間を３つに分けて

ありまして、最初はコアと言われているアイテム（項目）セットを生徒に与えます。コアは普通

のレベルの問題で、これらの問題の正答率によって２番目のステージでもっと難しい問題が与え

られるか、若しくはもっと易しい問題がもらえるかというのが決まってきます。 

適応型テストの利点は、短い時間にその生徒の能力に合った問題に答えてもらうことで、より

テストの精密度が上がるということです。また、生徒も自分の能力に合った問題をもらうことに

よって、エンゲージメントが高まるということがわかっています。 

４番目に可能なこととして、紙では得

られなかった追加情報を収集することが

できます。紙では、最後の正答、何が間違

ったか、正しい答えかということのみが

わかりますが、コンピュータではプロセ

スデータと言われる問題の答えにたどり

着くまでのプロセスを見ることができま

す。 

間違った答えを出した生徒も、どうし

て間違ったのかというのをプロセスデータから導き出すことができます。ここにある問題は、2018

年の読解の例です。2018年の読解で新しくフォーカスしたのが、生徒がどうやってナビゲーショ

ンをするかという点です。紙媒体だと大抵読むのが最初のページから終わりのページまでリニア

（直線的）ですけれども、コンピュータというのは生徒がいろいろなページをクリックし、その

プロセスを見ることができます。 

この問題もブログだとか、いろいろなページを見ることによって、生徒は問題を答えることが

可能になります。どのようなナビゲーションを生徒がしたかというのをまず指標化し、４つのグ

ループを作りました。ある一つの生徒のグループは、厳密に行くべきページのみを見た生徒たち、

そして黄色の部分、積極的に検索するというのは、いろいろなページに行かなくても答えられる

問題でも、いろいろなページを見た生徒たち。 

３番目の限定的なナビゲーションのグループというのは、余りいろいろなページに行かなかっ

た生徒たち。４番目のグループというのが全くナビゲーションがなかった生徒たち。ここに書い

てあるコリレーション（Corr.）というのは、これが生徒の実際の成績とどう関係しているかとい

うのを示してありまして、最初の厳密に焦点を合わせたナビゲーションをした生徒の割合が多い

ほど、国の平均点が高い傾向がみられました。 
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これがこの４グループの割合を国際的

に比較したものです。 

この情報から先生たちは、どのようなナ

ビゲーションを教えた方がいいのかとい

うのが分かると思います。 

そして、あと３つメリットを挙げると、

まずはデータやテストの問題の安全性を

高める、セキュリティですね。PISAという

のは経年変化というのも見ていますので、

テスト問題がとても大事になってきます。 

そのテスト問題のブリーチ（breach）が

ないかどうかというのも、常に誰がログイ

ンしたかっていうのもわかるので、安全性

が高められます。また、データブリーチに

関しても誰がデータにアクセスしたのか、どの段階でデータが改ざんされたのかというのがわか

るので、そういう意味では安全性は紙媒体よりも高まっていると言えます。 

また、データに関するあらゆるステップを追跡することができるので、結果的にデータの品質

を高めることができます。生徒のナビゲーションだけではなくて、生徒がどれだけ問題に対して

時間を費やしたかというのもプロセスデータから分かってきます。 

ですので、生徒がほとんど時間を使わずに問題を 20 問ぐらいぱっぱっと答えたりすると、それ

は生徒がエンゲージメントもなく適当に答えたということになります。前回 2018 年で１か国そう

いう問題が起こっているということがプロセスデータを見ることによってわかりました。プロセ

スデータを元に、どれだけ時間を生徒が１問に対して費やしているかという情報を見ることによ

って問題が判明しました。 

そして、最後には調査実施に必要なリソースの削減。印刷とか、データ入力、コーディングな

どのリソース削減ができると思います。 

次に、幾つかの課題についてお話しした

いと思います。 
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PISA は、経年変化の測定をしていまし

て、トレンドというのを測るのがとても大

事です。 
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断アプリケーションというのを作り、それ

を各国に配布し、予備調査と本調査の前に

参加する学校でそれを試してもらい、最低条件を満たしているということが確信された上で、テ

ストを行うようにしました。また、幾つかの国では、ラップトップを購入して、学校に持ってい

き、そのラップトップを使って PISA に参加してもらうということも行いました。 

３番目の課題としては、生徒のコンピュ

ータに対する習熟度のばらつき、これと

いうのは、必ずしも私たちが測りたいと

思っている、読解、数学、科学とは関係し

ていないので、生徒のコンピュータに対

する習熟のばらつきをできるだけ除いた

生徒のコンピテンスを図りたいというこ

とで、練習のオリエンテーションを、テス

トの最初に提供しました。そして教科ご

とにもし独自な何か特別なコンピュータの機能、例えば先ほどのシミュレーションを使うもので

したら、そのシミュレーションができるためのオリエンテーションを各教科のテストの前に、追

加しました。このオリエンテーションを通して、できるだけコンピュータの習熟度のばらつきを

修正するという目的があります。 
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また、2018 年から適応型テストを導入

したために、問題項目が生徒たちにランダ

ムには割り当てられなくなりました。 

それまで PISA というのは、全てのテス

ト問題項目が生徒にランダムに割り当て

られていたのですが、2018 年から生徒の

能力によって割当てされることになるの

で、ランダムという前提が崩れました。そ

れによって各項目の正答率というのを簡

単に計算することができなくなりました。 

そこで、モデルを作って、それによって Equated P＋という、等化された正答率を特別に算出し

て、それによってこの問題は何パーセントの子供が正答したかを各国比較できるようにしました。 

また 2022年からは適応型ではないリニアな、ランダムに問題を当てはめる生徒の率も多くしま

して、その生徒を元にして Equated P＋でなくても、普通に計算した正答率、P＋でも、各国比較

できるようなデザインにしています。 

公開問題の共有というのが、ペーパーベ

ースより難しくなっていまして、コンピュ

ータの特別なプラットフォームがないと

PISA のコンピュータの問題を示すことが

できません。幾つかの参加国がそうしたも

のを公表するキャパシティーがないとい

うことで、OECD側で PISAの WEBサイトで

全言語の公開問題を公開しています。 

そして、最後には今後進化する調査へ

の適用。PISA はどんどん進化していきま

すので、それに対応するのがなかなか難

しい課題です。例えば、アクセシビリテ

ィ。障害のある子供たちをできるだけ

PISA に入れていくというのが、一つの目

標です。例えば目の見えない子供たちに、

読んで聞かせる機能がコンピュータには

ありますが、現在の PISAの問題は、左側

と右側の２つのパネルがあるので、それをコンピュータがどう読むかというのが課題になってく

ると思います。ですので、今後進化する調査へどう適用するかっていうのは大きな問題です。 
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ありがとうございました。 
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②米国の公的な学力アセスメントについて 

  石井 英真：京都大学大学院教育学研究科准教授、国立教育政策研究所フェロー（事前録画） 

 

石井：私からはですね、米国の公的な学

力アセスメントについてというタイトル

で報告させていただきます。 

 

私の話は、直接 CBT化の技術的な問題を

明らかにしていくということよりも、むし

ろその前提となる、そもそもこの公的学力

アセスメント、あるいは学力テストといっ

たものは、一体どういうものなのかという

あたりですね。その前提になるような議論

を、アメリカの状況をお話しするという形

になろうかと思います。ある種、CBT化の

ELSI についての検討ということになって

くるかなということですね。 

まず、公的学力アセスメントであるとか、学力テストというふうに言った場合に何を指すのか

ということです。例えば、SAT とか、あるいは全米学力調査 NAEP、あるいは各州の統一テストな

ど、アメリカにおいては学力テストといったものもいろいろなものがあるわけですね。 

しかし、今挙げたものは全て目的が違います。SATは、これは入試ですから、学習者個々人につ

いて能力を判定するということになります。それに対し、NAEPというのは政策評価ですから、個々

人ということではなくて、社会集団全体の傾向を把握するということになります。ですから、抽

出調査が基本です。 

全米の各州の統一テストというのは、これはアカウンタビリティが目的、質保証のためにやっ

ていくということになりますので、個々の学習者よりも、学校単位の学校評価、あるいは教員評

価が州単位で行われるということになります。 

ですから、同じく学力テストと、あるいはアセスメントといった場合に、その目的によってそ

の状況によって、大分要素は違ってくるということです。 

例えば、日本でも全国大学入学共通テスト、教育課程実施状況調査、全国学力・学習状況調査

それぞれ目的であるとか機能が違うと思いますね。 

ですから、これらを一緒くたに議論してしまうと、いろいろ混乱の元になるということになり

ます。よく、各国の比較というか、状況を調査した報告書等を見ますけれども、そのときに、国

が違ったときにそれぞれの国の、全く違う目的のテストを比べているというものもたまに見たり

します。改めて、学力テストというふうにいったときに、それが何を指すのかというあたりをち
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ゃんと明確にしておかないと、状況を見誤ってしまうというふうなことになりはしないかなと思

います。 

大規模学力テストの設計においては、その目的であるとか、それが埋め込まれている政策的文

脈、これを踏まえた議論が不可欠であろうということになります。ですから、限られた時間の中

でお話しするのは、アメリカにおいて、公的学力アセスメント、あるいは学力テストといったも

のが、どのように政策的に展開してきたのかというあたりですね、そこをお話しするということ

になります。 

特にアメリカにおいて、学力テストというのが注目を集めるのは 1980 年代以降ですね。特に各

州における統一テスト、これ、悉皆ですけれども、それを軸にしたアカウンタビリティ政策の展

開というのが、中心的な話題でありました。 

それはこのスライドにまとめておりま

すけれども、80年代以降、要は州ごとに共

通教育目標、アメリカは学習指導要領に当

たるものがないので、それを全米で作ろう

としたけれども、できなくて州ごとに何と

か作ろうよということになって、一応、州

のスタンダードというのはできました。 

しかし、アメリカは御存じのように分権

的な国でありまして、それこそ州どころか

ですね、各学区であるとか、学校ごとにカリキュラムが大分違うのですかね。いかにスタンダー

ドを作ったとしても各学区とか学校といったものがカリキュラム編成権を非常に強く持ちます。 

ですから、参考資料ぐらいにしかならないわけですけれども、しかし、それに更に実効性を持

たせるためにですね、州ごとにこのスタンダードにある種、準拠しながら、全てをフォローでき

ているわけではないのですが、準拠しながら標準テストで、それで結果責任を求めていくという

ふうな、このスタンダードとアカウンタビリティによるシステムが整備されていくことになりま

す。 

これは 80年代以降、学力向上が全米的な課題になってくると言ったときに、実は、当時、日本

は非常に経済的に状況がよくて、アメリカが日本に習えというので、日本には学習指導要領みた

いなものがあるし、更にテストも結構やっているということで、それをアメリカ版でつくったの

が、このスタンダードとアカウンタビリティのシステムで、えらく日本とは状況が全然違うわけ

ですけれども、そういう形で展開していくことになります。 

それが一番集約的に制度的に実装され

て、更にいうといろいろと議論があったの

は、この 2002 年の NCLB法というものです

ね。 

この NCLB 法をきっかけに、ほとんどの

州で、スタンダードとアカウンタビリティ

が整備されていくことになります。 

要は何かというと、各学校が、それぞれ

の状況に合わせて目標を設定します。学力

の達成度に関してね。それをちゃんと達成できていたらいいのですけれども、達成できない場合
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ですね、最初は多少支援的なものもあるのですが、最終的にはですね、教員の総入替えみたいな

かなり厳しいサンクションが与えられるということになります。 

ですから、かなり結果責任を厳しく問おうという、そういう厳しい政策でありまして、これに

対しては、様々に議論が起こって、この NCLB 法というのは、非常に論争的な法律でありました。

その後も、先ほど言いましたように、スタンダードとアカウンタビリティを州ごとに整備してい

ったとしても、各学校とか各学区それぞれ、非常にアメリカは多様な国ですから、カリキュラム

は相変わらず多様なわけです。 

それをさらに、州ごとのばらつきも少し是正していこうというので、共通スタンダードも作っ

たりとか、その中で、標準テストが暗記再生型の学力ばかり見ているから、もう少し思考力も含

めたものを積極的に評価していこうという工夫もなされたところがあります。 

けれども、逆に連邦政府が中心的にやっていくことに関しては、むしろトランプ政権などは、

実は分権的にそれぞれが自由にやったらいいのではないかという考え方を持っていて、その辺で

揺れ動いてきたというのがアメリカの状況であります。 

ですから、このテスト政策が 80年代以降のアメリカをかなり性格付けてきたというところがあ

ります。 

そういった学力テストの結果によって

結果責任を問うていく、ある種、成果主義

的な、競争主義的な政策というのは、スタ

ンダードに基づく教育改革などと言われ

て、これはアメリカだけではなくてです

ね、他の国でも多かれ少なかれ展開してき

たところがあります。 

例えばイギリスなどであれば、本当にそ

の学校のテスト結果ですね、アメリカもそ

うですけれど、そういったスコアを公開して、それで学校選択を促して、競争的な展開をしてい

るところがあります。 

これに関しては、結局、アメリカとかイギリスでそういうことをしていくのはなぜかというと、

学習指導要領がある日本においては、その中身をいじることによって教育現場に一定のインパク

トを与えることはできるのですけれども、中身は実は連邦政府もいじれないのですね。各州も。

そうしたときにそれぞれの学校現場とか、自治体の裁量を認めつつ、しかし、結果責任を問うこ

とによって結果として誘導していくというある種、遠隔統治政策であったわけです。 

しかしそうしてしまうと、結局のところ、テストしやすいもの、特にアカウンタビリティの中

心は標準テストでありましたので、そのテストしやすいものに学力観とか教育といったものを狭

めてしまうのではないか。 

あるいは競争的で格差を拡大するのではないかというふうに、様々な批判もあるわけです。 

ただ、そのときに、学力テストの活用といっても、各国によって状況が大分違います。 

アメリカのようにかなり政策がきついところもありますし、別の国はですね、割と支援的な介

入が強いところもありますし、更に言うと悉皆ではあるけれども、基本的には、国は抽出して全

体の傾向を把握して、あとは各学校でどうぞというふうにフリーハンドで任せていくというとこ

ろもあったりとかね。 

あるいは、基本は学校ごとに評価をしていくのだ、しかし、ばらつきを少し是正するための参

考資料ぐらいに共通テストを使っていくみたいな、様々な運用の仕方があります。 
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的な、競争主義的な政策というのは、スタ
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めてしまうのではないか。 
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ろもあったりとかね。 

あるいは、基本は学校ごとに評価をしていくのだ、しかし、ばらつきを少し是正するための参

考資料ぐらいに共通テストを使っていくみたいな、様々な運用の仕方があります。 
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ですから、各国の比較をしていくときにも、質保証政策の文脈の中の学力テストの位置づけも、

かなり各国によって状況が違うというところですね、この辺を踏まえた比較が重要になってくる

のかなと思います。 

こういった標準テストを中心としたア

カウンタビリティ政策に対しては、かなり

批判もあって、それに対するオルタナティ

ブも模索されてきました。 

日本でも近年注目されているパフォー

マンス評価というのは、もともと、そうい

ったアカウンタビリティ政策に対する対

抗的な動きの中で生まれてきたものです。

要は、アカウンタビリティはかなり標準テ

ストによってなされることが多くて、その標準テストが測っているのは暗記再生型の学力で、現

代社会が求めるような思考力であるとか、知識を使いこなしたりする力、そういったものは測れ

ないでしょうと。 

実際にそういった力は、その文脈の中でやらせてみないと評価できませんよねという話ですね。

また、言うならば、車を運転すると言ったときに、実地せずにシミュレーションだけで、免許を

与えないですよねということと同じですから、やはり実際やらせてみないと、それは評価できな

いというふうな話から生まれてきました。 

もう一つは標準テストみたいに外で評価の方法を決めるというのは、要は評価の方法というの

は、結局目標であるとか、カリキュラムの中身を決めていくことになりますので、事実上、現場

のカリキュラム編成権を剝奪していくような動きにつながってくるわけですね。 

それに対して現場でやっている教室の中で実際されていることを尊重するような評価、教室で

の評価をちゃんと尊重していきましょうよという、そういう動きがこのパフォーマンス評価の誕

生には関係していたということがあります。 

いずれにしてもですね、このスライドに

もありますけれども、トップダウンのアカ

ウンタビリティ政策に対して、ある種、草

の根の、教室からの、参加型のというかね、

教室から立ち上げていくような改革の中

でそういったきっ抗が、世界各国でいろい

ろ見られるということがあります。 

こういった学力テスト政策の中で、様々

な学力テストですとか、アセスメントが展

開してきているということがあります。 
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基本的にアメリカにおいては、その州の

統一テストが中心的なトピックになって

きたわけですけれども、この NAEP という

のはそれほど注目される調査ではないで

す。 

もともとは政策立案のための政策評価

として作られたものですので、伝統的に主

調査というのは、その時代時代の教育課題

に対して、実際、どうなのかということを

調査する。 

もう一つ動向調査というのは、経年比較でもって、全米の子供たちの状況がどうなのかという

ことを定期的に見ていくということになっています。いずれにしても、両方とも政策評価として

の調査的な役割が強いので抽出です。 

更に生徒個人とか学校単位とか、州別とか、そういう個別の集計はほぼしないというように、

そこはかなり禁欲的であったということがあります。ですから、そこがですね、目的によって、

かなりデザインが違ってくるというところです。 

ただ、それが段々と、スタンダード運動の展開の中で性格が少し変質してきてですね、付け加

わってきたというのが正しいかもしれませんけれども、2003 年以降に関しては、各州がスタンダ

ードとアカウンタビリティを進めていくときに、州ごとに立てているスタンダードを中身である

とか、難易度とかあるいは標準テストの難易度とかが、やはりばらつきがあるのではないかとい

うふうなことに対して、この NAEPを使ったらその辺を調整できるのではないかという思わくがあ

って、州ごとに比較可能なデータを提供するというふうな役割を担わされるということにもなっ

てきました。 

そのように、基本的にアメリカのテスト政策というのは、各州のアカウンタビリティ政策、そ

こを軸にしながら、NAEPの在り方といったものも変わってきたということがあります。そういう

文脈を押さえてアメリカのですね、テストであるとか、アセスメントは見ておく必要があるとい

うことです。 

一方で、日本はどうだったのか、どうな

のかということですけれども、日本の全国

学力調査と、アメリカの競争的なある種、

結果責任を問うようなテスト政策といっ

たものを同列に扱って、日本もアメリカみ

たいに競争主義とか結果責任を問うよう

な厳しい状況になっているのではないか

という論調がありますけれども、確かに管

理統制的な側面は強まっているとは思い

ますが、それはですね、アメリカとは少し状況が違うと思います。 

日本の全国学力調査というのは基本的には、アウトプット、アウトカムのところで結果責任を

問うというよりも、むしろ学習指導要領の学力観であるとか、趣旨といったものを、テスト問題

を通じて伝達していく。B問題、活用問題なんていうのが一番端的にあらわれていますよね。 

そういうふうに、理念提示機能が非常に強かったと思います。ですから、日本において学力調

査というのは、英米ほどには教育の結果を厳格に管理統制するものとはなっていない。しかし、

その一方で、むしろそれ以上にというかですね、教育の目標とか内容及び実践の方法を特定の在
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り方へと、より直接的に枠づけるという形で機能しているかなと思います。各自治体レベルは結

果言われるわけですね、ランキングが出されますからね、その結果、現場自体はランキングが出

されないということがあって、それで自由になっているかといったら、実はそうではなくて、そ

の自治体ごとに学力向上策なんてものがパッケージとして組み立てられて、それが現場において

推進されていきます。その結果として、上意下達の傾向であるとか、「このとおりやれよ」みたい

な形で、授業改善のある種、指針みたいなものですけれども、それがマニュアルみたいになるも

のですから、現場の創意工夫がすごく萎えてしまって、むしろその箸の上げ下ろしみたいなもの

がすごく規制されるというふうな状況になっている可能性はあるのかなと思います。 

ですから、学力テストの問題を CBT 化していくというときにも、そうすることによって、今の

全国学力・学習状況調査の状況がどういうふうに変わっていくのかということも踏まえながら議

論していくことが必要になってくるのかなと思います。 

改めて、CBT化に向けた論点提示という

ことになりますけれども、CBT化あるいは

CBTの旨味の一つとしては、複数回実施で

あるとか、実施時期に柔軟性を持たせられ

るということになるわけですが、その前提

としては項目反応理論の導入があるだろ

うということです。 

しかし、技術的な導入の可能性とか望ま

しさといったものは、目的によって大分変

わってきます。 

例えば、項目反応理論の導入に関しては、様々に議論されているところですけれども、調査問

題が原則的に非公開、あるいは問題バンクの作成とかデータ管理の方、こちらの方にコストが取

られるから、確かに問題の印刷とかそういったもののコストはなくなりますけれども、その問題

バンクのですね、作成とかデータの管理とか、この辺のコストというのは結構大きいわけですね。 

リスクとしては問題漏えいのリスク、これがかなり大きいと。 

例えば入試であれば、これまでだとカンニングというのが不正行為なのですけれども問題漏え

いですね。１問でも外に漏れてしまうということになってくると、これ大問題になるわけですね。

ですから、この辺をかなり厳密に管理していくというのは相当な工夫であるとかコストがかかっ

てくるというあたりは、ちゃんと考えておかなくてはいけないというところですね。CBT化と言っ

たときに単にコンピュータで入力するというふうな話ではなくて、システムを大きく変化させて

いくということが背景にある。 

ここと現行の状況との整合性をどう考えていくのかということになってくるかなと思います。 

例えば、過去問で勉強するといった日本のテスト文化との関係はどうなのか、あるいは問題プ

ールをまとめて作ると言ったときに、学習指導要領の改訂のたびにですね、問題バンクを変える

みたいなことにつながるのは、この辺をどう考えていったらいいのかというあたりですね。現行

の日本の教育文化であるとか、あるいは教育制度との間の整合性、こういったところも考えてい

く必要があるのかなと思います。 

そういったときに、調査的な性格が強くて、ハイ・ステイクスな性格が弱い場合はある種、CBT

化もしやすいのかなということですね。CBT化に向けたワーキンググループの報告書、この最終ま

とめを見たりしますと、主調査とそれから補完調査ということで、経年変化の方が補完調査なの

ですけれども、こちらは調査的な NAEPに近いような形で政策評価的側面が強いので、ですから、
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児童生徒とか教員や学校への質問紙調査等ですね、こういった調査的なものに対しての利用は考

えやすいかなと思います。 

逆にですね、やはり入試への導入というのは、かなりハードルが高いのではないかというふう

に思います。 

また、全国学力・学習状況調査のこの本体調査というふうに言われているものですが、この悉

皆の調査に関しては、様々に検討する必要があるのかなと思いますね。 

問題公開の難しさというもの、あるいは CBT 化しやすいものに学力観が限定されるのではない

かというのは、もともと、悉皆調査でやってきた全国学調の理念提示機能、あるいは全員にやる

ことによって個々の学校とか教師とか児童生徒のその指導とか学習の改善機能、この辺との関係

がどうなのかというあたりは、ちゃんと検討が必要なのかなと思います。 

やはり、この理念提示機能ということで、調整が大分必要になってくるかなと思いますし、個々

の学習者の支援ということに関して言うと、やはり調査問題が非公開になってくると、もう何か

模試みたいなデータだけでですね、それで改善のための十分なデータとなかなか言えないかもし

れませんね。やはり調査問題があって、個々の子供たちと照らし合わせることによって、つまず

きがよくわかってくるということもあると思いますので、そうすると直接的に全国学力調査の主

目的の中にそれを入れるべきなのかどうか、この辺、主目的をちゃんと絞ってですね、それで悉

皆調査であることの是非といったものも、やはり再検討をしながら何ならこの補完調査みたいな

ものの目的こそが主目的になるかもしれませんけれども、その辺ですね、調査としては目的も検

討しながら進めていくということが重要かなと思います。 

方法が中身を規定していくということは多かれ少なかれ起こるわけですけれども、その辺です

ね、CBT 化ということによって、どういう学力が見えて、どういうことが逆に見えなくなるのか

と。CBT 化によって確かにシミュレーションみたいな問題文をだらだらだらだら書くのではなく

て、状況的なシミュレーション的なものというのは、割とやりやすくなるかもしれないですね。 

しかし、それも先ほど申しましたように、実地で実際に車を運転するということをせずに、単

にシミュレーションだけで運転したことにするかどうかというのは、これはまた話が違いますね。

だから改めてその目指す学力の質といったものと評価方法との対応関係、この辺をまた検討して

いくことが必要かなと思います。 

繰り返しになりますが、この CBT 化といったものは、単にコンピュータで入力するという、単

にデジタライズするというだけではなくて、技術的に様々なシステムの変更を伴うと。ですから、

そのシステムの変更による、この技術的な制約によって、そもそもの目的であるとか、中身とい

ったものが過度に規定されてですね、それによってそもそもの目的が果たせないというふうなこ

とにならないように、そこは冷静な議論が必要なのかなというふうに思います。 

では以上で終わらせていただきます。 
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模試みたいなデータだけでですね、それで改善のための十分なデータとなかなか言えないかもし

れませんね。やはり調査問題があって、個々の子供たちと照らし合わせることによって、つまず

きがよくわかってくるということもあると思いますので、そうすると直接的に全国学力調査の主

目的の中にそれを入れるべきなのかどうか、この辺、主目的をちゃんと絞ってですね、それで悉

皆調査であることの是非といったものも、やはり再検討をしながら何ならこの補完調査みたいな

ものの目的こそが主目的になるかもしれませんけれども、その辺ですね、調査としては目的も検

討しながら進めていくということが重要かなと思います。 

方法が中身を規定していくということは多かれ少なかれ起こるわけですけれども、その辺です

ね、CBT 化ということによって、どういう学力が見えて、どういうことが逆に見えなくなるのか

と。CBT 化によって確かにシミュレーションみたいな問題文をだらだらだらだら書くのではなく

て、状況的なシミュレーション的なものというのは、割とやりやすくなるかもしれないですね。 

しかし、それも先ほど申しましたように、実地で実際に車を運転するということをせずに、単

にシミュレーションだけで運転したことにするかどうかというのは、これはまた話が違いますね。

だから改めてその目指す学力の質といったものと評価方法との対応関係、この辺をまた検討して

いくことが必要かなと思います。 

繰り返しになりますが、この CBT 化といったものは、単にコンピュータで入力するという、単

にデジタライズするというだけではなくて、技術的に様々なシステムの変更を伴うと。ですから、

そのシステムの変更による、この技術的な制約によって、そもそもの目的であるとか、中身とい

ったものが過度に規定されてですね、それによってそもそもの目的が果たせないというふうなこ

とにならないように、そこは冷静な議論が必要なのかなというふうに思います。 

では以上で終わらせていただきます。 
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第二部 

パネルディスカッション これからの学力アセスメント－CBT化に向けて 

コーディネーター 

  白水 始：国立教育政策研究所 初等中等教育研究部副部長・総括研究官 

パネリスト 

袰岩 晶：国立教育政策研究所 教育データサイエンスセンター総括研究官 

渡辺 洋平：埼玉県教育局市町村支援部義務教育指導課長 

佐藤 寿仁：国立大学法人岩手大学教育学部准教授、 

国立教育政策研究所 CBTスーパーバイザー 

  池田 京：OECD 教育スキル局シニアアナリスト 

 

白水：皆さん、こんにちは。御紹介にあずかりました

白水でございます。パネリストの先生方、どうぞよろし

くお願いします。私からは、まずごく簡単にパネルの趣

旨と構成をお話しします。このパネルでは、先ほどの石

井先生の論点提示にあったように「CBT 化ありき」では

ない議論、これからの学力アセスメントはどうあるべき

かという議論を行いたいと考えます。 

まず、ここまでの振り返りです。大津先生の基調講演

では、CBT 化に際しての２本柱による役割分担、教育政

策評価を主目的とした経年調査と指導改善を主目的と

した悉皆調査、この役割分担が大事ではないかという話

でした。石井先生、池田先生の講演からは、調査目的に

合わせて調査設計をすべきこと、その目的に合わせたと

きに、CBT 導入によって、どのような利点や可能性が広

がるかということを御紹介いただきました。 

「なぜ目的に合わせた設計が必要なのか」をもう一歩踏み込んで考えてみると、それは私たち

の取組や実践－それが教育政策の評価であれ、学習指導であれ－その取組が果たしてうまくいっ

ているかどうか、これまでの取組を振り返って、明日からの取組を良くしていくため、そのため

に評価というのがあるからだ。そんなふうに考えられるのではないかと思います。 
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そこで、国研の学力アセスメントの調査研究では、

最初の趣旨説明にあったように、右側のサイクルで

示しておりますが、国・自治体・学校、それぞれのレ

ベルでそれぞれの取組・実践の PDCAサイクルを充実

させていくための学力アセスメントは、どうあるべ

きか、ということを検討しております。 

 この部分をもう少し大きくしました。国の PDCA の

ところが、先ほどの２本柱に対応させますと教育政策

評価ということになりますので、これが経年調査に対

応して、そして指導改善が主目的の悉皆調査が学校の

PDCA サイクルというのに対応しそうに思います。け

れども、この両者というのは完全に分離したものなの

か。それとも結び付けて使っていけるのか。そのとき、

自治体というのは一体どういう役割を果たしていけ

るのか。そんな検討ができると、今回学校現場の先生

方、そして教育委員会の指導主事の先生方がたくさん参加されておられますので、アセスメント

を実践的に考えていくヒントになってくるのではないか。 

そのために、このパネルでは、まず渡辺課長から自治

体で全国学調というのをどういうふうに活用できるか、

あるいはそれをもう県で独自でなさっている取組を紹

介していただいた後で、佐藤先生から学校の指導改善へ

の活用可能性、そして、袰岩研究官と私の方から国の貢

献可能性というお話をしながら、池田先生から国際的な

観点で御助言を頂くような展開をしたいと考えており

ます。 

それでは、早速ですけれども、渡辺課長から埼玉県と

いう一つの自治体が行っている調査をお話しいただい

て、そこに CBT、あるいは全国学調の役割含めてお話し

いただければと思います。それでは、渡辺課長、報告を

よろしくお願いします。 
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渡辺：はい。今、御紹介にあずかりまし

た埼玉県教育局義務教育指導課の渡辺で

ございます。本日はよろしくお願いいたし

ます。資料を共有させていただきます。  

  

先ほど御紹介いただきましたとおり、私

の方からは現在、埼玉県で取り組んでおり

ます埼玉県学力・学習状況調査につきまし

て、その概要、また、その活用、そして現

在進めております CBT 化に向けた取組を

紹介させていただければと考えてございます。 

まず、概要についてです。埼玉県学力・

学習状況調査につきましては、平成 27年

度から実施しております。令和４年度で

８回目でございます。  

  

目的については記載されているとおり

でございますけれども、児童生徒の学力

や学習に関する事項を把握し、教育施策

や指導の工夫改善を図り、児童生徒一人

一人の学力を確実に伸ばしていくといったことを目的として実施してございます。  

調査対象につきましては、県内の政令市であるさいたま市を除く 62市町村全体、小学校４年生

から中学校３年生までの合計約 27 万人が直近の令和４年度は調査を受検している状況でござい

ます。調査事項につきましては、教科について国語、算数・数学、中学校２年生３年生について

は英語を実施している状況でございます。  

  

また、教科に関する調査だけではなく、質問紙調査で学習意欲でございましたり、児童生徒の

学習方法、生活習慣などについても、例えば直近であればコロナと学習態度についても、クロス

しながら調査している状況でございます。  

本調査の最大の特徴につきましては、今までの先生方の講演でもございましたとおり、学力の

伸び、経年変化を継続して把握することのできる調査ということでございまして、小学校４年生

から中学校３年生まで同一の児童生徒を継続して、その伸びを見ていくといったことで、IRT、項

目反応理論を採用した調査で実施してございます。  

また、連携・協定等を結びまして、埼玉県の約 27万人以外の児童生徒以外にも福島県でござい

ましたり、高知県の一部など、108 市町村 14万人が協定を結びながら、この調査を実施している

状況でございます。 
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続きまして、特長でございますが、学力

の伸びが明確に示されることで、小学校

４年生から中学校３年生までの全ての問

題に難易度を設定してございます。項目

反応理論の基本でございますけれども、

難易度を設定することで、学力のレベル

を測定することができ、右側の表のよう

に、学力のレベルを 36段階で設定した上

で、経年で一人一人の伸びを丁寧に見て

いく特長でございます。  

また、特長として、継続的に見ていくと

いうことで、学力を伸ばした取組でござい

ましたり、指導方法の共有にも力を入れて

ございます。左上の方にございますけれど

も、この調査によって、学力をよく伸ばし

ている学校が見てとれます。  

  

それはすなわち、学力が高い学校では必

ずしもなく、学力が高くても伸び悩んでい

る学校があったり、あるいは学力が低くてもよく伸ばしているという学校があり、そういった各

学校・学級の実態がよく把握できる特長をもってございます。  

また、左下の方にございますけれども、学力をよく伸ばしている学級あるいは教科がこの調査

を通じて見てとれます。  

  

資料に例をあげましたけれども、前年度の５年２組は、国語がすごくこの伸びているといった

ような状況が、この調査から毎年毎年見て取れる状況でございます。こういったデータから各学

校において、又は各学級において、学力を伸ばした取組、あるいは指導方法といったものの共有

が可能となり、一人一人の学力の伸びにつなげております。右側の方にございますけれども、前

年度に学力を伸ばした学校や学級の取組、教科の指導方法を把握した上で、調査結果を分析して、

新しい年の取組、指導に生かしてもらうという日々の指導改善を行うことで、児童一人一人の学

力向上につなげていくといったことでございまして、いわゆる肌感覚といったものではなくて、

データに基づきながら、学校・教員の授業改善の PDCA サイクルを確立している特長がございま

す。 

続きまして、埼玉県学力・学習状況調査

を基礎とした県の取組、学力向上施策につ

いても、簡単に御紹介させていただければ

と思います。県といたしましては、２本柱

で学力向上の支援を実施しているところ

でございます。まず、左の方にございます、

総合的な支援ということで、各市町村学校

における取組、よい取組の共有の促進とい

うことで、いわゆる好事例の横展開を実施
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してございます。また、２つ目の柱として、重点的な支援ということで、埼玉県の学力・学習状

況調査、あるいは全国学力・学習状況調査などから、データから見て取れる特に支援が必要な市

町村、あるいは学校への対応、あるいは特に学習のつまずきが見られるような学年・教科等への

対応に重点的な支援という形で、ピンポイントで支援を行っていくといった取組を行ってござい

ます。 

具体的な例を御紹介させていただけれ

ばと思いますが、時間の関係上、それぞれ

一つずつ御紹介させていただきます。まず

は総合的な支援という横展開として、一番

上にございます「良い授業を見つけ！広め

て！学力 UP 事業」を実施しております。

県学調の結果から、学力を数年にわたって

伸ばしている先生が見てとれます。そうい

った先生のいわゆる良い授業を撮影した

上で、解説をつけて、映像資料を作成した上で、県の研修あるいは市町村の研修で活用してもら

う形で学力向上に効果的な授業のノウハウの共有・普及を図ってございます。また、重点的な支

援の例として、一つあげさせていただくと、上から、３つ目の「「未来を生き抜く人財育成」学力

保障スクラム事業」を実施しております。就学支援の状況でございましたり、県の学力調査の状

況を踏まえまして、学力に課題を抱える小学校に対して、特に小学校４年生５年生の児童に対し

て、支援を行う取組を県として実施しております。このように県では総合的な支援、重点的な支

援の２本柱で学力向上に係る取組を進めているところでございます。 

最後に、今日の本題でございます CBT化

に関して、御紹介させていただければと思

います。埼玉県学力・学習状況調査は、８

年目で一人一人の学力の伸びを着実に見

ていくことで、一つの指標ではございます

けれども、全国学力・学習状況調査の状況

などからも学力向上の成果が現れている

と考えてございます。他方でこの取組をよ

り一層加速させたいと県としては考えて

ございまして、１人１台端末の活用が可能になったといったことも踏まえて、CBT化に今、舵を切

っているところでございます。主なメリットといたしましては、先ほど、先生方からも御紹介が

ありましたけれども、１つ目といたしましては、より精緻なデータの取得が可能になるといった

ことで、今までは〇×（正誤）の状況しか見てとれなかったものが、CBT 化することによりまし

て、解いた時間であったり、そのようなログが、新たに取れるようになりますので、そういった

ものを指導に生かす。具体的には、例（1）のように、解くことをすぐに諦めてしまった問題、あ

るいは時間をかけている問題を〇×と併せてクロス分析させながら、つまずきを把握して指導に

生かすことを進めたいと考えてございます。また、②でありますように、結果返却までの時間短

縮に向けて自動採点などの取組を行うことによって、できるだけ早く学校に児童生徒にフィード

バックをしたいと考えているところでございます。また③にありますように CBT 化の特性を生か

した出題が可能となります。プレ調査でも実施しましたが、実際の学習場面に即した出題が可能

になります。２つの例にある通り、例えば吹き出しを使用して会話を再現した上で、それについ
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ての設問を設けたり、あるいは算数・数学であれば、動画の出題が可能となります。コンパスの

作図を見た上で、それについての問題を解くといったような実際の学習場面に即した出題が可能

になると考えてございます。 

他方で、CBT化に向けては、様々な課題

があると考えてございまして、その課題一

つずつをクリアしながら、現在、その取組

を進めているところでございます。CBT化

に向けた取組につきましては、令和３年度

から一歩ずつ進めておりまして、この表を

見ていただくとおわかりのとおり、例え

ば、令和３年度、試行調査では、県内３種

類の OS（Windows・Chrome・iPad）がござ

いますので、そういったものできちんと実施できるのかどうか、また、学校の通信環境について

も、通信環境が学校からの直接型もあれば、市町村のサーバを通るもの、いろいろ形がございま

すので、そういった接続方法で可能かどうか、そういったことをまず丁寧に確認する作業を実施

しております。  

  

今年度につきましては、予備調査で学力の伸び、この伸びを見ていくことが、埼玉県学力・学

習状況調査の最大の特長でございますので、それが継続してできるのかどうかといった確認作業

を実施しました。一番大きな課題の一つとして、学校の通信環境がございます。学校で３学年全

体で使ってしまうと、どうしてもうまくネットに接続できないといった状況も見て取れましたの

で、そういった通信環境の調査を一部の市町村ではなく、埼玉県内全小中学校を対象として、実

施したところでございます。  

  

こういった取組を一歩一歩、現在進めているところでございまして、ようやく来年度につきま

しては初めて本調査を一部の市町村、約半数の市町村において CBT で本調査を実施いたします。

その上で、令和５年度の結果を見つつではありますけれども、令和６年度には、埼玉県学力・学

習状況調査の本調査を全面的に CBT 化で実施したいと考えているところでございます。埼玉県と

いたしましては、児童生徒一人一人の学力向上に向けて、市町村や学校の声も丁寧に聞きながら、

試行錯誤をしながら取組を進めているところでございまして、国のお力も借りながら、引き続き

進めていきたいと考えているところでございます。  

  

私からのプレゼンは以上でございます。ありがとうございました。 

白水：ありがとうございました。学力の伸びを継続的

に把握したいということで、全国にも先駆けて IRTを導

入されて、それを PBTでも実現されていたのですが、そ

れを更に加速しようと CBT を始めておられるというお

話だったかと思います。  

それでは、池田先生、今のお話聞いていただいた上で、

教育施策の評価、あるいは指導改善の点で、御感想やコ

メントをいただければと思います。 

- 36 -



- 36 - 

 

ての設問を設けたり、あるいは算数・数学であれば、動画の出題が可能となります。コンパスの

作図を見た上で、それについての問題を解くといったような実際の学習場面に即した出題が可能

になると考えてございます。 

他方で、CBT化に向けては、様々な課題

があると考えてございまして、その課題一

つずつをクリアしながら、現在、その取組

を進めているところでございます。CBT化

に向けた取組につきましては、令和３年度

から一歩ずつ進めておりまして、この表を

見ていただくとおわかりのとおり、例え

ば、令和３年度、試行調査では、県内３種

類の OS（Windows・Chrome・iPad）がござ

いますので、そういったものできちんと実施できるのかどうか、また、学校の通信環境について

も、通信環境が学校からの直接型もあれば、市町村のサーバを通るもの、いろいろ形がございま

すので、そういった接続方法で可能かどうか、そういったことをまず丁寧に確認する作業を実施

しております。  

  

今年度につきましては、予備調査で学力の伸び、この伸びを見ていくことが、埼玉県学力・学

習状況調査の最大の特長でございますので、それが継続してできるのかどうかといった確認作業

を実施しました。一番大きな課題の一つとして、学校の通信環境がございます。学校で３学年全

体で使ってしまうと、どうしてもうまくネットに接続できないといった状況も見て取れましたの

で、そういった通信環境の調査を一部の市町村ではなく、埼玉県内全小中学校を対象として、実

施したところでございます。  

  

こういった取組を一歩一歩、現在進めているところでございまして、ようやく来年度につきま

しては初めて本調査を一部の市町村、約半数の市町村において CBT で本調査を実施いたします。

その上で、令和５年度の結果を見つつではありますけれども、令和６年度には、埼玉県学力・学

習状況調査の本調査を全面的に CBT 化で実施したいと考えているところでございます。埼玉県と

いたしましては、児童生徒一人一人の学力向上に向けて、市町村や学校の声も丁寧に聞きながら、

試行錯誤をしながら取組を進めているところでございまして、国のお力も借りながら、引き続き

進めていきたいと考えているところでございます。  

  

私からのプレゼンは以上でございます。ありがとうございました。 

白水：ありがとうございました。学力の伸びを継続的

に把握したいということで、全国にも先駆けて IRTを導

入されて、それを PBT でも実現されていたのですが、そ

れを更に加速しようと CBT を始めておられるというお

話だったかと思います。  

それでは、池田先生、今のお話聞いていただいた上で、

教育施策の評価、あるいは指導改善の点で、御感想やコ

メントをいただければと思います。 

- 37 - 

 

池田：ありがとうございました。埼玉県は本当にリッチな、ものすごく有効なデータを持って

いらっしゃるというのがとてもよくわかりました。一つ質問なのですけれども、この教育のデー

タを、他の公的なデータと結び付けることができるのでしょうか。プライバシーの問題もありま

すし、難しいことではあるのですけれども、より生徒を個人として全体を見るためにも、そうし

たほかの教育以外のデータとつなげることが、もしかしたら有効かもしれないと思いました。  

  

また、PISAでは生徒の成績だけではなくて、公平性（エクイティー）というのをよく見ている

のですね。生徒のバックグラウンド、家庭背景と成績がどれだけ関係しているか、その辺も見て

いらっしゃるのかなと。生徒の成績の伸びだけではなくて、エコノミーバックグラウンドとのギ

ャップがどれだけ経年で増えているのか減っているのか。理想としては、どのような背景を持っ

ている子供たちもいい成績がとれるというのが理想ですので、それに近づいていらっしゃるか、

経年的に見られるのかというのが一つ質問です。  

  

最後の質問ですが、PISAで、今、一つの議論になっているのが、教育の支援っていうのが、必

ずしも全ての生徒、学校に均一に効果的になるわけはなく、文脈の違いによってあるタイプの支

援はとても有効であったり、ある学校に対しては有効であるけれども、他のタイプの学校に対し

ては有効ではない。もしかしたら、これは生徒のレベルでそれもあり得るかもしれません。埼玉

県はすごくデータを持っていらっしゃるので、統計を使って、教育政策の効果の不均一性という

のを見ていけるのではないかと思いました。  

  

白水：ありがとうございました。非常に重要な質問でしたので、渡辺課長、答えられるものだ

けで結構でございます。どうぞお願いいたします。  

   

渡辺：ありがとうございます。様々なデータとつなげていくといったことについて、我々とし

ても重要と考えています。現に、県内の市町村によっては、いろいろなデータと埼玉県学力・学

習状況調査のデータをひも付けながら生かしていることもございます。他方、県全体としては、

やはりそのデータの取扱いの問題であったり、まだ課題があり、更に検討を進めていかないとい

けないと考えてございますので、引き続き、メリット・デメリットを整理しながら、そこは進め

ていきたいと考えてございます。  

  

２点目についても非常に有り難い意見だと思いますので、今後、前向きに考えさせていただけ

ればと思います。     

白水：ありがとうございました。様々にやりたいこと

がある前の制約をどういうふうに打破していくか。その

議論をいただきました。  

それでは、佐藤先生、現場の指導改善に、この全国学

調、あるいはその CBT化がどう役立ちそうかの御報告を

お願いいたします。 
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佐藤：はい。岩手大学の佐藤でございます。よろしくお願いします。  

では、画面を共有させていただきます。それでは、よろしくお願いいたします。  

  

私は、平成 28 年から令和 2 年まで、国

研の方で、学力調査官をしておりました。

実際に PBTですね、PBTの方で問題作成・

分析の方を携わらせていただきました。そ

ういう観点でも見ながらですね、お話をさ

せていただきたいなというふうに思って

おります。まず、埼玉県教育局の渡辺課長

様よりですね、埼玉県についての取組の御

報告をお聞きしました。義務教育数か年に

わたってですね、児童生徒の学習状況、学

校とかですね、学級とかっていうそういうフォーマルなフレームだけではなくてですね。個々の

成長にも着目して、実施されているっていうこと。本当にすばらしいことだなというふうに思っ

ております。  

  

また、その成長を捉えるだけではなくてですね、今度は学校、先生たちに対しても、そういう

結果をフィードバックして、指導の改善に役立てるということで、非常にその自治体としての PDCA

のサイクルだから、回っていると充実しているということが伝わっております。あとは、これか

ら CBT 化ということに、務められているということで、いいお話を聞けたなというふうに思いま

す。渡辺課長様、ありがとうございます。私の方からですね。これまでの学力調査を振り返りな

がらですね、CBT に対しての期待、そのようなものをお話ししていきたいと思います。 

まず、全国調査の取組っていうものは、

画面の上にある通りの狙いでですね。19

年度から始まったわけです。当時のイン

パクトとしてですね、まず、悉皆調査であ

るということですね。それと当時記述式

の問題が出てきましたので、これはかな

り学校においてはですね、インパクトが

あったのじゃないかな。ただ、単に正誤を

書くとかですね、○×をただ書くとかで

すね、そういうことだけではない解答方法でそういった解答ごとの状況を見てですね、学校の指

導に直接的な手立てとしてですね、生かされるような情報がですね、国から下りてくるというよ

うなことが起こったというふうに思います。 
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また、学習指導要領との関わりもあると

は思いますけれども、令和元年度よりです

ね、少しフレーミングが変わるということ

が起こりました。いわゆる A問題 B問題、

知識活用といった問題を一体的に問うっ

ていうことですね。  

  

当時、資質能力の育成ということがあり

ましたので、そこに寄った形でですね。つ

まりは学習指導要領の理念にかなり寄った形で枠組み自体も変わる。いわゆるアップグレードさ

れたのかなというふうに思っております。 

枠組みの変更が起こったことによって

ですね、各教科でも問題作成の枠組み自

体の変更も求められるということが当時

起こりました。今画面中にあるのは例え

ばということで細かくは申し上げません

けれども、これは中学校の数学の枠組み

変更ですね。左側から右側に移ったとい

うことになる訳ですけれども、学習指導

要領の中で問題発見・解決の過程を重視

するということが出てきましたので、問題の中にもそういった文脈とか、かなり制約はあるので

すけれども、その中で文脈の中での問題解決ということを意識した問題作成が行われるようにな

りました。 

実際に調査を行う、毎年行っている訳で

すので、かなりのデータが出てくる訳で

す。今画面上に出ているのは算数の問題で

すけれども、三角形の面積を求めるという

ことです。こういう求める際にですね、子

供がどういうことに困っているのかとい

うことを正答率だけではなくてですね、誤

答からどういうふうに考えているのかな

ということでは、学校の先生方にはかなり

具体的にですね、問題に寄った形で、あの指導の改善の視点というものをお示しできているのか

なというふうに思っています。  

  

例えば、こういう三角形の面積を考えるといいですね。底辺がどうだとか、高さがどうだとか

って、そういう議論もあると思うのですけれども、報告書にはですね、下の赤字で書いてあるよ

うなことが書かれてあって、例えば 3 掛ける 4 掛ける 5 割る 2 みたいな何か全部使ってしまった

みたいなのが 20%ある訳ですよね。こういう子供がどういうふうに考えて、こういう問題解決に直

面しているのかということを。分析するにもこういうデータがあることによってですね、進めら

れるということでした。また先生方によってはですね、まあ、そういうものではないかとかです

ね、前からそんなことを思っていたよっていう風におっしゃる方がいます。  
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いわゆる教師の勘ですね。この教師の勘っていうものがデータというものを合わせることによ

ってですね、より明確なエビデンスになるのではないかということで、かなり指標としても、う

まくいっているのじゃないかなというふうに思います。 

後は、いろいろな問題はありますけれど

も、そういうことを根拠にしながらです

ね、こういったいわゆる指導をどうやって

進めていくのかといったような具体的な

例ですね。これはあくまで例なので、こう

しなさいってことはもちろん国研は言わ

ないのですけれども、こういった例も示す

ことで、先生方の指導改善を支えるという

ことをやってきております。 

これは各自治体にですね、国研の方から

情報提供されるものです。これを見ていた

だくと分かる通りですね。なかなかこれを

見てですね、子供たちの学習状況を緻密に

調べていくってのはなかなか厳しいなと

いうふうに僕も思います。なので、ついつ

い平均正答率だけのポイント差だけ見て

ですね、本当に差があるのかどうか。統計

的には分からないのだけれども、そこだけ

のポイントだけで学力を見ていくといったようなそういう方向も出てきてしまって、少し望まし

くないなというようなことも出てきているかと思います。 

学力調査っていうのは一つのサイクル

の中でですね、取り組まれているとは思う

のですけれども、調査実施が 4月にあって

公表が 7月にあると、ここの間がかなり長

いと、そして、公表があってからですね、

自治体の研修があったり、校内でも研修が

あったりっていうのはかなりやられてい

るというふうに聞いております。そして、

そこから大体、自治体の学力調査が始まっ

たりしてですね、それが埼玉県は少し違う

のですけれども、小学校 5 年生と中学校 2 年生、つまり全国調査の前の年ですね、これに学力調

査を行う。もちろん、子供たちの状況を形成的に見るという意味ではもちろんいいとは思うので

すけれども、少し間違った見方で、学力調査の問題ができればいいみたいな。そういうアウトカ

ムの状態が少し偏ってきているのではないかなというような懸念もあるのではないかというふう

に思います。 
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的には分からないのだけれども、そこだけ

のポイントだけで学力を見ていくといったようなそういう方向も出てきてしまって、少し望まし

くないなというようなことも出てきているかと思います。 

学力調査っていうのは一つのサイクル

の中でですね、取り組まれているとは思う

のですけれども、調査実施が 4月にあって

公表が 7月にあると、ここの間がかなり長

いと、そして、公表があってからですね、

自治体の研修があったり、校内でも研修が

あったりっていうのはかなりやられてい

るというふうに聞いております。そして、

そこから大体、自治体の学力調査が始まっ

たりしてですね、それが埼玉県は少し違う

のですけれども、小学校 5 年生と中学校 2 年生、つまり全国調査の前の年ですね、これに学力調

査を行う。もちろん、子供たちの状況を形成的に見るという意味ではもちろんいいとは思うので

すけれども、少し間違った見方で、学力調査の問題ができればいいみたいな。そういうアウトカ

ムの状態が少し偏ってきているのではないかなというような懸念もあるのではないかというふう

に思います。 
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ただ、これからの PBTから CBTに変わる

っていうことで考えていかなければなら

ないこと。たくさんの先生がおっしゃって

いるように、単なるコンピュータベースに
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的な短縮が本当に可能なのかどうかとか、

教科的に言えばですね。紙ではなくてコン

ピュータにすると、何かこれまで取れなかったものが取れるようになるのではないか。  

  

つまり、そういったできなかったことができるようになるのではないかということを教科教育

の専門の先生方をどんどん入れてですね、考えなきゃいけないのじゃないかなというふうに思っ

ています。そして、正答率の結果だけではなくて、学習者の思考過程、先ほどのログっていう話

もありましたけれども、そういったことからも学習者に寄り添ってですね、見ていけるのではな

いかな。ただ、一方でよく整理をしないといけないなんてこともあると思います。つまり、誰の

ための調査、何のための調査っていうことですね。そして、これが決まってきたらですね、やは

り調査の枠組みっていうものをしっかり検討しなきゃいけないのかなというふうに思っていま

す。今の学力調査はどちらかというと、学習指導要領の理念ですね。そちらの方に向いていると

思います。先ほど、石井先生のお話もあったかなというふうに思います。  

  

そして、今回、いわゆる IRT といったような統計的手法、これのメリット・デメリットというの

は必ずあると思います。このメリットをですね、学校にどう伝えていくのかということもあるの

ではないかなというふうに思っています。実際に指導されるのは先生方なので、この辺をどう伝

えていくかということがポイントかなというふうに思っております。 

CBTになっていくことによってですね、

国・自治体・学校・教師ですね、いろいろ

なところでの PDCA が回ると思うのですけ

れども、いろいろな専門的な方に入ってい

ただきながら、常にブラッシュをしていく

ことは大事じゃないかな。その中に教科教

育とかですね、専門家も入れながらです

ね、良い方向に改善で回していくというこ

とが大事なのではないかなというふうに

思いました。少し早口になりましたけれど、私の方から話を終わりたいと思います。以上です。 

白水：佐藤先生ありがとうございました。３つのサイクルを結び付けて回していけるとよいの

だけれども、そのためにはどんな設計が必要だろうかという御提言を頂きました。  
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それでは、最後、私たちの方から国は一体何ができる

のか考えてみたいと思います。 

先ほど、佐藤先生からは前向きなお話を頂いたのです

が、その一方で、現場からはこんなお声を聞くことも多

いかと思います。 

毎年、国と私たちの自治体の平均、自治体と学校の平均

を見比べて、それぞれの課題成果を見つけてきているの

だけれど、果たしてこれでいいのだろうか。問題一つ一

つでの児童生徒のつまずき、できはわかるけれども、そ

れがどういう資質・能力の育成を表しているのか。さて、

自治体でいろいろやっていこうと思っても、問題作りに

限界があるので、国のものを共有できないか。あるいは教育政策が先生方の組織的な授業改善や

児童生徒の学力向上につながっているのかどうか。こういうような疑問を頂くこともございます。 

これを先ほどの佐藤先生の枠組みに当てはめてみ

ますと、上の方の調査をやって、実際に問題をそれぞ

れの子供たちがどう解いたかという世界と、下の方の

実際にそれがある種の点数・値になって、結果として

返ってきたときに、それを教育施策としてどう進めて

いくか、さらにはアウトカムといったときに、この一

つ一つの問題から集まった点数というのが、子供たち

の資質・能力の一体どういう発揮、育成を表している

か、この両者を結び付けていくのがなかなか難しいと

いうことではないか。では、これはもう別の物でやってしまおうということになるのか。 

それとも、先ほどあったようなこういう問いに対し

て、正に３つのサイクルを連携させながら、しっかり答

えを出していけるのだろうか。そのために、文科省の下

支えとなるような基礎資料を国研の方から提供してい

けるだろうか。そういうことを考えていくというのが、

この学力プロジェクトの大きな目的ではないか。そんな

ふうに考えます。 
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今日は作問・結果分析班の班長を務めております私と

測定技術班の袰岩先生が来ていただいておりますので、

このそれぞれの取組はほんの一部ですけれども、御紹介

していきます。 

作問・結果分析班の方としては、まず作問・結果分析

の PDCAのプロセスサイクルというのを充実していくと

いうことを目指しました。  

 問題を作ったら、それが果たしてひとつひとつの問題

が、学習指導要領が狙うどのような資質・能力とアライ

ン（結び付いて）しているのか。どういう力のために、

この問題を出していきたいのか。その問題を実際出し

てみたときにその力を発揮できる子供であれば、それ

はどういうふうに解かれるのか、そのプロセスですね、

それを教科の観点だけではなくて、下にあるように、子供はどのように解くかということを考え

ながら、検討できるとよいのではないかということです。 

先ほど、佐藤先生のスライドにあったように、今回の

令和元年度からの枠組みにおいては数学的なプロセス

というのが出てきました。いろいろな単元の中身であっ

ても、数学的なプロセスで問題を解いている子はどんな

ふうに解くのだろう。それを予想しながら、問題を作っ

てみる。そうすると、それがある種の仮説になりますの

で、実際に結果が出てきたときに、予想外のつまずきや

でき方が見えてくる。テスト理論や教育測定による統計

的な結果の見取りというのも深まって、このサイクル

を、まずはしっかり良問を作るために回していくというのが自治体、学校レベル、そして教室レ

ベルでの指導改善のサイクルの充実につながっていくのではないかともくろんでおります。 

では、この充実を図るために、今の PBTの状態で、

しかも IRT が入っていない状態でどのようなことを

始めているかを少し紹介していきます。  

これは、今年の小学校理科の調査で出された問題で

す。メスシリンダーで測るときに、50ミリリットル測

りたいのだけれども、あと何ミリリットル入れると

50ミリリットルになるか。 

その問題に対して正答は３ミリリットルですけれ

ども、誤答の２ミリリットル（１番）というのを選ん

でいる子供たちが 17.3%います。ただ、この結果というのは、まとまった結果ですので、どんな学
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力層の児童がその誤答をしたかというのはわかりません。 

これに対して、今年度の結果説明会の資料に取り入れ

られたのが、例えばこのような資料でございました。 

見方としては、横軸が学力を表すと思ってください。

どうやって学力を見ているかというと、その年に出され

た 17問中何問あっているか、でです。17問全部あった

子もいれば、１問もあわない子もいるというのを、取り

あえず学力の高い低いと見て、その児童がこのメスシリ

ンダーの問題に対してどういう解答したかということ

を示しております。緑が正答を選んだ子供たちで、17問

全体の正答率が上がれば、この問題も正答できるようになっています。注目したいのは、この【類

型 1 誤答】を２割ぐらい選択してしまう児童というのが結構たくさんいて、全部で 11問あって

いるような子でも２割ぐらいはこの問題について間違うということを意味しています。 

全体の正答数からすると、これは単に「知らなかった

から」という原因かもしれないというので、解説の方に

は、「目的に応じて器具や機器を選択し、観察、実験な

どに関する基本的な技能を身につける」とよいのではな

いかということが書かれております。  

 

このように結果が詳しく見えるようになってくると、

単に全体で何問できたかという結果、あるいは逆にこの

問題だけが全員でどれぐらいできたかという話ではな

くて、問題ごとにこういう層の子供たちはこんなふうに解くのだな、というそれぞれの特徴とい

うのが見えてきます。これを発展的にやるようなものが IRT だと考えてみると、要点としては、

子供が問題を解いて、何ができているか、何につまずいているか、それを更に詳しく知りたい、

というのが、IRT・CBT導入の背景にあるのではないかと思います。  

 

それでは測定技術班の袰岩先生の方から、その取組の

一部を御紹介いただければと思います。 
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袰岩：測定技術班の袰岩と申します。よろしくお願い

します。測定技術班は、項目反応理論を全国学力・学習

状況調査にどう導入する、導入の仕方を検討している班

になっております。  

  

具体的にはいろいろなことをやっているのですが、実

際に使われたときにならないと多分皆様の目に触れる

こともなく、しかも得点しか出てこないので裏方に回る

事柄なのですが、補足的なところを述べさせていただき

ます。大津先生の発表でありました現行の悉皆調査は、一斉実施、ワンセットで行っています。

CBT移行後は、分散実施、複数日で複数のセットで行う。こういうことが検討されておりまして、

何でこれをやると項目反応理論というものが必要になるか。今までの皆さんの議論の中に、実は

項目反応理論、IRTというのが出てきていたのですが、これ、なぜ必要なのかっていうことを少し

補足させていただくと、問題セットが異なっても能力を比較可能にする。 

このために、使われているのが IRTでございます。 

これ全く架空の例なのですが、２つのセット。例えば

ある人がセット１に答え、ある人がセット２に答える。

問題が異なるセットを使っている場合、まず当然のこと

ながら、問題が違うので難しさが違います。正答率って

いうのは比較できないのです。そこで項目反応理論を使

うのですが、項目反応理論とは何か。 

一言で言うとある問題、ずっと項目とかいう言葉が出

ていましたが、ある問題のことを項目と呼びます。正答

するのか誤答するのか、これを反応と呼んでいます。そ

の確率、その反応が起こる確率を問題の特性、難しさと

かですね、と、受検者を能力の関数として表すっていう

のが項目反応理論なのですが、ただそれだけだとよく分

からないと思うのです。この関数を使って、受検者の問

題に対する、正答・誤答データ、これは調査データなの

ですが、この項目反応を表すデータから問題の特性と

か、受検者の能力を推定するということを行います。これが大津先生の発表の中で出ていました

経年調査では経年変化の把握が可能になっているっていう根拠なのです。 

- 45 -



- 46 - 

 

先ほどの例からいきますと、まずですね、全く違うと

さすがに比較可能じゃないのですが、一部だけ共通問題

を入れるっていうのをやります。そして、共通問題って

いうのは難しさが同じなのだという仮定を置きます。 

この仮定があるおかげで、他の問題をその共通問題を

使って調整してあげる。問題の難易度を合わせて調整し

て、全ての、共通問題以外のところの問題にも比較可能

な難易度を推定してあげる。それをやることによって、

その調整された問題の特性からセット間で比較できる

能力を推定する。こういうことをやろうと、測定技術班では、まずどういうやり方がいいのかな

っていうのをこういろいろ検討しておりまして、こういう経年比較とか複数セットの利用、そし

て PISA だったら適応型テストとか様々なメリットがあるのですが、これはあくまでも道具にすぎ

ないので、その生かし方っていうのは測定技術班を超えて、我々のプロジェクト研究、又は、文

科省の中でワーキンググループが、今検討しているという状況でございます。私からは以上でご

ざいます。 

白水：ありがとうございました。最後のこのスライド

にあるような問題に対して答えを出していくというの

は、簡単なことではない。それを皆さんの力を借りなが

ら進んでいきたいと思います。それでは、池田先生、佐

藤先生、渡辺課長の順に一言ずつ、１分ほどでコメント・

御質問、お願いいたします。  

 

池田：ありがとうございます。能力という見えないものをテストっていう見える化して、それ

を測っている。それの結果で政策に反映していくっていう、その全体像がとてもよく分かりまし

た。ありがとうございました。一つ提案です。問題を作る方は、どういう能力を測っているかと

いうのをすごく考えながら作っているっていうのはよく分かったのですけれども、それをもっと

見えるようにしていくっていうのが多分学校の先生にとってとても助けになるのではないかな

と。まずフレームワーク・枠組みがあって、問題が何を測っているのかというのをクリアにし、

もし、つまずきがあれば、どういうつまずきをした子はどういう能力が欠けているのかっていう

のをクリアにしていくことによって、先生方は日々の実践に活用できるのではないかと思います。  

そして、コンピュータ化することによって、そうした情報が提供しやすくなる。公開されてい

る問題ではなくて、類似問題も作って、それをフレームワークに当てはめることによって先生方

が使える問題を増やしていく。そして、それぞれ問題が何を測っているのかっていうのを詳しく

説明する文章をネットで配信することによって、先生方が 10 分とか 20 分とかの時間を使って生

徒にテストを受けてもらって、その結果を元に実践に反映するというようなこともできていくの

じゃないかと思います。  

  

白水：はい。すばらしい御指摘、ありがとうございます。佐藤先生、お願いします。  

   

佐藤：はい。では、二つのことを話します。一つはですね。先ほど、白水先生がおっしゃってい
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を入れるっていうのをやります。そして、共通問題って

いうのは難しさが同じなのだという仮定を置きます。 

この仮定があるおかげで、他の問題をその共通問題を

使って調整してあげる。問題の難易度を合わせて調整し

て、全ての、共通問題以外のところの問題にも比較可能

な難易度を推定してあげる。それをやることによって、

その調整された問題の特性からセット間で比較できる
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白水：ありがとうございました。最後のこのスライド

にあるような問題に対して答えを出していくというの

は、簡単なことではない。それを皆さんの力を借りなが

ら進んでいきたいと思います。それでは、池田先生、佐

藤先生、渡辺課長の順に一言ずつ、１分ほどでコメント・
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が使える問題を増やしていく。そして、それぞれ問題が何を測っているのかっていうのを詳しく

説明する文章をネットで配信することによって、先生方が 10 分とか 20 分とかの時間を使って生

徒にテストを受けてもらって、その結果を元に実践に反映するというようなこともできていくの

じゃないかと思います。  

  

白水：はい。すばらしい御指摘、ありがとうございます。佐藤先生、お願いします。  

   

佐藤：はい。では、二つのことを話します。一つはですね。先ほど、白水先生がおっしゃってい
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ただいたように、今までの学力調査は一つの問題に対してどういう反応しているかということだ

けで分析されてきているのですよね。しかし、先ほどの理科の例を取り上げていただくように、

背後にあるものをどうつかんでいくのか。そういう子供たちの本当の意味での特性っていうもの

をどうやって測っていくのかっていうのがこれに期待したいなって、思っております。  

  

それと、もう一つ気になるのは能力という言葉が、僕はいつも気になっていて、何かこう学習

指導要領に慣れているので、能力って言うと資質・能力かなってすぐ言ってしまうのですけれど、

そもそもでは能力って何なのかなと。今、池田先生もおっしゃっていましたけれども、これを学

校にどういうふうに説明しながら、そして学校の先生がそれをどういうふうに平たくやっていく

のかなとかって考えると、もう少し説明が欲しいかなというふうには思っております。以上です。   

   

白水：ありがとうございました。それでは、渡辺課長、最後お願いします。  

  

渡辺：はい。CBT・IRTによって、その可能性は無限大になった分、そのデータをいかに使うか、

あるいはどう使うと効果的なのかが、これからの課題と考えています。やはり、どうしても学校

の現場あるいは県単体では、そういった部分の検討は限界があるので、是非国立教育政策研究所

には、好事例を示したり、その道しるべとなっていただければ、我々としては非常に有り難いの

で、引き続きお願いできればと思います。  

   

白水：ありがとうございました。重要なコメントを頂きました。 

最後のスライドに対して、今、現時点で考えられるお

答えを簡単に申し上げますと、最初の「点（正答率）」

というものが資質・能力の表れであるべきであり、逆に

一つ一つの問題が資質・能力の発揮の場になっていて、

だからこそ、問題だけを国と自治体間で共有するのでは

なくて、その問題の作り方、結果の読み取り方のサイク

ルそのものを共有していくことができるとよいのでは

ないか。それによって、現場に近い自治体と知見を共有

しているからこそ、時々立ち止まって、「本当にテスト

だけで大丈夫なのだろうか？」、「日々現場で発揮してもらっている、身についている子供たち

の資質・能力は他にもあるのではないだろうか？」、「それをテスト以外のどんな観察の窓で見

られるのだろうか？」ということを考え直せるのではないか。こうした答えを探す取組を、各現

場の先生方、専門家の先生方など、みなさまの力を借りながら進めていければと考えております。

これで終わりにさせていただきます。  

どうもありがとうございました。 
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閉会挨拶 

大野 彰子：国立教育政策研究所教育データサイエンスセンター長 

 

大野：本日は参加の皆様、誠にありがとうございました。本日、約 530 名の御参加を頂いてお

ります。講演者、パネリストを始め、皆様の御協力によりまして予定したプログラムを進めるこ

とができました。厚くお礼を申し上げます。 

学力アセスメントの在り方というのは、時代や社会の変化とともに変わっていくものだと思い

ます。 

本日、その学力アセスメントというのは、何を見たいのかという目的に合わせた設計が重要で

あることが強調されたところですし、それから学力アセスメントで得られたそのデータをどう活

用していくかというところには、様々な発展の可能性があると思います。本日、そのような広が

りについても皆様の理解が一層進みまして、それぞれのお立場での今後の取組などに生かされる

機会ともなればと思っております。 

時間の関係から Q＆A の時間を設けることができませんでしたので、是非この後案内がありま

す、アンケートに皆様からの御意見、御感想をいただければと思っております。今後も本プロジ

ェクト及び研究所の取組全般に関しまして、御理解御支援を賜りますようお願い申し上げまして、

簡単ではございますが、閉会に当たっての御挨拶といたします。本日は御参加誠にありがとうご

ざいました。 
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第第３３章章  アアンンケケーートト結結果果かからら得得らられれたた示示唆唆 
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以下では、本シンポジウム終了後に行ったウェブアンケートの結果を取り上げる。紙面の都合

上、アンケートの詳細は割愛し、主要な結果のみを掲載する。なお、本報告書にて公表した結果

は、公表することに同意いただいた参加者のものである。 

 

参加者のアンケート回答者数は 234 件であった。これは本シンポジウムの参加申込者数 768 名

の 30.5％、当日の参加者数 562名の 41.6％に相当する。 

アンケート回答者の属性について、内訳を図 2に示す。 

 

図 2 アンケート回答者の属性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

属性として最も多かったのは、小・中・高・特別支援学校等教職員 64 名（27.4％）、次いで、

教育関連事業者 41名（17.5％）、文部科学省・国立教育政策研究所関係者 39名（16.7％）であっ

た。GIGA スクール構想の推進や教育の情報化の拡大を背景として、教職員や教育関連の事業者、

国や地方の職員など、多様な属性の方に興味を持っていただけたのではないかと考えられる。 

  

⼤学教職員・研究者

33名(14.1%)

⼩・中・⾼・特別

⽀援学校等教職員

64名(27.4%)

地⽅公共団体職員

37名(15.8%)

教育関連事業者

41名(17.5%)

上記以外の⺠

間企業 3名

(1.3%)

広報、報道関係

1名(0.4%)

⽂部科学省・国⽴教育

政策研究所関係者

39名(16.7%)

学生 7名(3.0%)
その他 9名(3.8%)
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本シンポジウムを知ったきっかけ（複数回答可）としては、「国立教育政策研究所のウェブサイ

ト」が 69 名（29.5％）、「チラシやポスターを見て」が 68 名（29.1％）、「所属する団体や知人等

からの案内」が 62 名（26.5％）、「国立教育政策研究所からのメール案内」が 45 名（19.2％）と

多様であった（詳細は図 3に記載）。 

図 3 本シンポジウムを知ったきっかけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本シンポジウムに参加した目的（複数回答可）については、「所属団体等での業務・研究活動

に生かすため」が 149 名（63.7％）、「この分野に関する情報収集の一貫として」が 131名

（56.0％）、「シンポジウムのテーマや講演内容に個人的関心があったため」が 64名（27.4％）

であった（詳細は図 4に記載）。 

図 4 本シンポジウムに参加した目的 
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シンポジウム全体の満足度は、「大変よかった」と「よかった」を合わせて 94.9％となった

（図 5）。個別では、「大変参考になった」と「ある程度参考になった」を合わせて基調講演が

97.3％、講演①が 96.9％、講演②が 92.3％、パネルディスカッションが 97.7％となっており、

ほとんどの参加者にとって満足度が高かった。 

 

図 5 シンポジウム全体の満足度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

シンポジウム全体に関する感想・意見について、全体で 120 件の回答が寄せられた。全体の傾

向として、大変勉強になった、発表が丁寧でわかりやすかった、CBT化の動向がよく分かった、教

育データ利活用の将来可能性に期待する、といった回答などが多く寄せられた。 

以下では、意見や感想の内容ごとに分けて一部を列挙する（なお、個人が特定されないよう、

また表記を整える観点から、表現を適宜編集している）。 

 

◇全体について：CBT に関する動向把握  

まず、全国学力・学習状況調査の CBT化や海外の動向、CBTのメリット・デメリットに関する情

報を把握することができ、有意義であったという感想を多く頂いた（意見 1～6など）。 

 

1．学力アセスメントについて学びたく、シンポジウムに参加させていただきました。どのような

展望をもって CBT 化を進めていくのか理解ができ、心構えをもつことにつながりました。 

2．今後、全国学力・学習状況調査が CBT 化される上で、大変参考となる情報を聞くことができた。

メリットとデメリットを踏まえた上で対応していきたい。 

⼤変よかった

99名(42.3%)
よかった

123名

(52.6%)

どちらともいえない

11名(4.7%)

余りよくなかっ

た

1名(0.4%)
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3．想像していた以上に、CBT化が着実に、そして急速に進んでいることがよくわかりました。ま

た、その意義や課題についても大変勉強になりました。ありがとうございました。 

4．CBTの導入は教育関係者にとって非常に関心の高いテーマだと思います。OECDの取組から埼玉

県での取組まで、幅広い関係者で様々な観点から議論されていたのがよかったと思います。 

5．今後の文科省の方針、国際動向に関する貴重な情報を得ることができ、今後の CBT開発方針の

設計の参考となった。 

6．学力調査に関わる動向について、海外の状況と比較しながら、今後の在り方を考えることがで

きたように思います。CBT化を前提に進めることは時代の流れだと思う反面、不易で大切にしな

ければならない部分もあるはずなので、そのバランスをいかに担保していくかが今後の課題だ

と感じました。 

 

◇全体について：教育データの利活用  

教育データの利活用についても、下記の意見が寄せられた。具体的には、教育現場での活用を

考えていきたい、といった意見がみられた（意見 7～10 など）。また、意見 11～13 では、項目反

応理論の活用や展望を含め、教育データ分析の必要性を感じたという感想がみられた。 

 

7．大変有意義な時間になりました。未来ある子供たちのために有効なデータ駆動化を目指したい

ですね。 

8．様々な方が簡潔に考えを話してくださり、話の内容はとても分かりやすかったです。本日の内

容を、実際の学校現場における学習指導（を含めた全ての教育活動）でどのようにいかせるか

考えていきたいと思いました。学校現場では、多くのデータを読み込んだり、分析したりする

ことは不可能に近いのですが、目には見えない個々の学力について、蓄積されるデータをアセ

スメントにうまくいかせるようになりたいと思います。 

9．テストの○×の結果だけでなく、そのプロセスや生徒の層について分析できること、そこから

学力を上げるための課題が発見できることに感銘を受けました。ありがとうございました。 

10．大変勉強になりました。CBTで集めたデータをどのように分析・活用できるのか、より掘り下

げた内容をお聞きしたいので、シンポジウムの第 2弾を開催いただきたいと思いました。 

11．各種学力調査の回数を重ねていくことで、多くのデータが収集され、分析された結果をもと

に、今後どのように取り組んでいけばよいのか考えるようになってきました。一方で、取り組

んできたことが本当に果たして成果が得られるものかどうか判断ができずにいました。本日の

講演を聴いて、どの項目とどの項目に相関があるのか具体的に分析していくことの必要性を認

識し、子供たちのために、今後どのような方策を講じていけばよいか更に考えていきたいと思

います。ありがとうございました。 
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12．様々な教育政策に EBPM が求められている昨今、項目反応理論は生徒の能力を加味しながら公

平性を保つ理論ということで、今後の活用事例に非常に興味がありますし、活用の必要性も改

めて感じました。ありがとうございました。 

13．全国学力・学習状況調査について、よくわかった。これまでも分析を行い、指導にいかして

きたが、シンポジウムに参加し、これまでの分析の仕方を改善していく必要があると感じた。

さらに、全国学調の意義もよくわかり、これまで以上に前向きに取り組めると感じた。 

 

◇全体について：CBT 化に向けた課題 

CBT 化に向けた課題として、CBT化の目的を明確にする必要性や、自治体や学校現場での負担感

の考慮などがあげられた（意見 14～17など）。 

 

14．CBTになると、これまでとは異質の問題も出題できるようになりますが、お話を通して、どう

いう資質・能力を測るための問題なのかという目的を見失わないようにする必要があると思い

ました。 

15．学力アセスメント（テスト）の目的をはっきりさせる必要がある、ことを学びました。現場

の指導改善が目的なのか、学校の説明責任を果たすことが目的なのか、政策のためのエビデン

スを得ることが目的なのか。その上で、データサイエンスの観点からどのように分析するのか

についてもっと議論が聞きたかったです。 

16．CBT化の話については、改めて目的レベルの話と方法（やその現実的課題）レベルの話をいっ

たん分けて考えた上で、目的を明確にした上で（その目的の妥当性を十分に議論した上で）現

時点でリスクをとっても取組を進めるべき点とそうでない点を整理していくような議論の進め

方ができるとよいと感じました。 

17．全国学力・学習状況調査の CBT 化の将来的な方向性を知ることが出来たのは良かった。正直、

令和 6 年度実施は、もろもろの課題を解決し、実施するには時間が足りないように思う（世界

的に日本が遅れているから、急ぎたいのはわかるが)。講演を聴いていて、PBTと比較しての優

位性はそれほど感じなかった。専門家の考えだけでなく、自治体や学校現場での負担感を考慮

し、何より児童生徒に有効な手立てとなるような研究と実践になるよう、切に願う。今日は貴

重なお話をありがとうございました。 

 

◇全体について：その他 

その他の意見として、「理解するのが難しい用語があった」、「どちらかというと状況の整理・共

有が主眼となっていた」、「もう少し、CBTの具体（背景理論や技術要素等）やデータ利活用の最先

端動向に関する話を期待していた」といった御意見が寄せられた。 
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◇各プログラムについて  

各プログラムについて、具体的な意見や感想を頂いた。基調講演については、内容がわかりや

すかった、参考になったといった感想がみられた（意見 18 など）。講演①、講演②については、

大変勉強になった、参考になったという感想や（意見 19、20 など）、多面的に検討する必要があ

るという意見もみられた（意見 20 など）。パネルディスカッションについて、非常に参考になっ

た、分かりやすかったといった感想が寄せられた（意見 21など）。 

 

18．基調講演の内容がわかりやすかった。 

19．池田氏の御講演が非常に明せきで、大変勉強になりました。 

20．「米国の公的な学力アセスメントについて」の講座で、アメリカの目的別学力テストの具体を

知り、目的を複合的に（欲張って）実施される学力テストについては、誤解を招きやすいこと

を改めて認識できた。CBTによるアセスメントにより、よりきめ細かく、児童生徒の実態に寄り

添う指導方針が立てられるようになることは有効だと思う反面、「学力が高いとは何ができるこ

とか」「ビックデータをどのように利活用するのか」という点において、暴走する怖さを感じ、

慎重に多角的・多面的に協議しながら「よりよいもの」を構築していく必要を感じた。 

21．パネルディスカッションの内容は非常に参考になりました。モデレーターの白水先生のすす

め方もよかったですし、佐藤先生、袰岩先生のお話も具体的でよかったです。特に袰岩先生の

項目反応理論の御説明はとてもわかりやすく、理解しやすかったです。ありがとうございまし

た。 

 

◇運営について  

パネルディスカッション、及びシンポジウム全体の時間配分について、より時間をとってもら

いたかったといった意見がみられた（意見 22、23など）。 

 

22．パネルディスカッションでの各所の提案がレベルが高く、大変興味深く聞くことができまし

た。時間の都合上仕方がなかったことだと思いますが、ディスカッションの時間がもっと長い

と多様な意見が聞けたのではないかと思います。 

23．パネルディスカッションの時間がもう少し増えて、CBT 化の課題の深堀や解消方法の模索、

CBT 化の未来の可能性などが語り合えると、更に有益な時間になったと思いました。 
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そのほかの運営面における要望として、見逃し配信の希望がいくつか寄せられた（意見 24 な

ど）。これについては、本シンポジウムの動画を公開し、周知している。アーカイブ動画の公開は、

今後のシンポジウム等企画においても引き続き行う必要があると考える。また、事前音声確認用

の BGMの要望、事前予習の希望、オンライン開催に対する肯定的な意見などがみられた（意見 25

～28など）。 

 

24．「見逃し配信」をしていただけるとうれしいです。（ところどころ抜けざるを得なかったので、

もう一度見たいです。） 

25．オンライン配信の環境を確認するために、開始前にテスト用 BGM を流しておき、参加者自身

にて確認できる等あれば良かったのかも知れません。 

26．一部、IRT についての説明もありましたが、CBTを議論する上で必要な知識については、視聴

者に事前に予習しておいてもらうと、議論への理解が深まるように思いました。 

27．zoomでのシンポジウムは、職場にいながら参加でき、公務への負担も少なく、かつ最新の情

報に触れることができるので大変有意義と感じている。 

28．地方にいてもこうして国や先進地域の動向を得られるのは大変有り難い。 

 

最後に、国立教育政策研究所に期待する「イベント企画や情報提供」に関する要望や提案とし

て、59 件が寄せられた。これらを「CBT に関する要望」、「データサイエンスに関する要望」、「そ

の他具体的な要望」、「抽象的な要望」、「内容以外の要望」、「その他」に分類した。その結果、「CBT

に関する要望」が全体の 28.8％、「データサイエンスに関する要望」が 11.9％、「その他具体的な

要望」が 25.4％、「抽象的な要望」が 18.6％「内容以外の要望」が 3.4％、「その他」が 11.9％と

なった。 

「CBTに関する要望」としては、CBT化に向けての環境構築や問題例、全国学力・学習状況調査

における CBT について話を聞けるとよいという提案がみられた。また、CBT の導入による学びの

履歴など、可視化された学校教育の未来がイメージできるような話を聞きたいという要望もあっ

た。「データサイエンスに関する要望」としては、スタディログの活用例、全国学力・学習状況調

査などにおけるデータ分析の手法や結果、データサイエンス教育など、データ利活用に関するイ

ベントの提案がみられた。「その他具体的な要望」としては、問題作成、教育の情報化、学力や ICT

環境の格差、ICT活用とアクティブラーニングの有用な実践・実績など様々な観点から提案があっ

た。「抽象的な要望」としては、効果的な実践紹介や教育施策などについて話を聞きたいという要

望がみられた。また、「国研は、教育行政と現場の教育（教師）のパイプ役としてとても重要な機

能を果たしていると思います。これからの教育の在り方を展望するためにホットな話題を提供し

ていただくことはもちろんのこと、双方向の情報交換ができればいいなと感じています。」といっ
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た国研の役割に言及した意見もみられた。また、「内容以外の要望」として、ディスカッションの

要素への期待について言及があった。 
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